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税務訴訟資料 第２７０号－９７（順号１３４５７） 

津地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（松阪税務署長） 

令和２年１０月１日棄却・控訴 

   判     決 

原告          甲 

同訴訟代理人弁護士   澤 由美 

            松井 淑子 

同補佐人税理士     田代 和生 

被告          国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

処分行政庁       松阪税務署長 

            村田 智也 

同指定代理人      黒木 裕貴 

            澤本 裕貴 

            水野 文仁 

            北村 剛 

            東海林 岳史 

            岡田 貴幸 

            加藤 唯菜 

            遠藤 由敬 

            宮地 康太 

   主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

   事実及び理由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が、原告に対して、平成２７年３月１２日付けでした平成１９年分の所得税の更

正処分のうち総所得金額４５０万円、納付すべき税額８万９５００円を超える部分及び重加算

税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

２ 処分行政庁が、原告に対して、平成２８年３月１１日付けでした次の各処分をいずれも取り

消す。 

（１）平成２０年分の所得税の更正処分のうち総所得金額５００万円、納付すべき税額７万８５

００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分 

（２）平成２１年分の所得税の更正処分のうち総所得金額５００万円、納付すべき税額９万５３

００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分 
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３ 処分行政庁が、原告に対して、平成２９年１月１６日付けでした次の各処分をいずれも取り

消す。 

（１）平成２２年分の所得税の更正処分のうち総所得金額６００万１２１７円、納付すべき税額

２４万９８００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分 

（２）平成２３年分の所得税の更正処分のうち総所得金額５７９万９８００円、納付すべき税額

３３万９７００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処分 

（３）平成２４年分の所得税の更正処分のうち総所得金額５５０万円、納付すべき税額２５万３

７００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分 

（４）平成２５年分の所得税及び復興特別所得税の更正処分のうち総所得金額３９５万２６１１

円、納付すべき税額１３万０４００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分 

（５）平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税

の更正処分のうち消費税の納付すべき税額につき１００万５７００円を超える部分及び地方

消費税の納付すべき税額につき２５万１４００円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課

決定処分 

（６）平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税

の更正処分のうち消費税の納付すべき税額につき９５万３０００円を超える部分及び地方消

費税の納付すべき税額につき２３万８２００円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決

定処分 

（７）平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの課税期間の消費税及び地方消費税

の更正処分のうち消費税の納付すべき税額につき４７万７２００円を超える部分及び地方消

費税の納付すべき税額につき１１万９３００円を超える部分並びに過少申告加算税の賦課決

定処分 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

処分行政庁は、平成２７年から平成２９年にかけて、原告自身が経営する事業について、所

得税ないし消費税の正しい申告をせず、国税通則法（以下「通則法」という。）６８条１項

（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同じ。）の「隠ぺい」又は「仮装」の行

為、同法７０条４項（以下、断りのない限り、令和２年法律第８号による改正前のもの。）の

「偽りその他不正の行為」が認められるとして、原告に対し、平成１９年ないし平成２５年分

の所得税（平成２５年分は復興特別所得税（以下、所得税と併せて「所得税等」という。）を

含む。）の各更正処分並びにこれに係る重加算税及び過少申告加算税（平成２２年分及び平成

２３年分に限る。）の各賦課決定処分を行うとともに、平成２３年１月１日から平成２３年１

２月３１日までの課税期間、平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日までの課税期間

及び平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの課税期間（以下、それぞれの課税

期間を「平成○年課税期間」などといい、これらを併せて「本件各課税期間」という。）の消

費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の各更正処分並びにこれに対する過少申告

加算税の各賦課決定処分（以下、上記の各処分を「本件各処分」という。）を行った。 

本件は、原告が、原告自身は事業を経営しておらず、同事業による収益ないし対価は原告に

帰属しないから、処分行政庁主張の「隠ぺい」及び「仮装」の行為並びに「偽りその他不正の

行為」はいずれも存しないとして、本件各処分の取消しを求める事案である。 
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２ 関係法令等 

（１）通則法 

ア 重加算税 

過少申告加算税の規定に該当する場合において、納税者がその国税の課税標準等又は税

額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺい

し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたときは、当該納税者に対し、

政令で定めるところにより、過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額に係る過

少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に１００分の３５の割合を乗じて計算し

た金額に相当する重加算税を課する（同法６８条１項）。 

イ 過少申告加算税 

期限内申告書が提出された場合において、修正申告書の提出又は更正があったときは、

当該納税者に対し、その修正申告又は更正に基づき、納付すべき税額に１００分の１０

の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税を課する（同法６５条１項）。 

ウ 国税の更正等の期間制限 

更正又は決定は、その更正又は決定に係る国税の法定申告期限から５年を経過した日以

後においては、することができない（同法７０条１項１号）。 

令和２年法律第８号による改正前の通則法７０条４項は、偽りその他不正の行為により

その全部若しくは一部の税額を免れ、又はその全部若しくは一部の税額の還付を受けた

国税（当該国税に係る加算税及び過怠税を含む。）についての更正決定等は、第１項各号

に掲げる更正決定等の区分に応じ、当該各号に定める期限又は日から７年を経過する日

まで、することができる（同条４項１号。平成２７年法律第９号による改正前の通則法

７０条４項も上記部分つき同旨。）。 

（２）所得税法 

ア 事業所得 

事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その他の事業で、政

令で定めるものから生ずる所得をいい、その金額は、その年中の事業所得に係る総収入

金額から必要経費を控除した金額とする（同法２７条）。 

イ 実質所得者課税の原則 

資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が単なる名義人であって、

その収益を享受せず、その者以外の者がその収益を享受する場合には、その収益は、こ

れを享受する者に帰属するものとして、この法律の規定を適用する（同法１２条）。 

（３）所得税基本通達（実質所得者課税の原則（所得税法１２条）関係） 

事業から生ずる収益を享受する者が誰であるかは、その事業を経営していると認められ

る者（事業主）が誰であるかにより判定する（１２－２）。 

（４）消費税法 

ア 国内において事業者が行った資産の譲渡等には、消費税を課する（同法４条１項）。 

イ 法律上資産の譲渡等を行ったとみられる者が単なる名義人であって、その資産の譲渡

等に係る対価を享受せず、その者以外の者がその資産の譲渡等に係る対価を享受する場

合には、当該資産の譲渡等は、当該対価を享受する者が行ったものとして、この法律の

規定を適用する（同法１３条１項。地方消費税につき、地方税法７２条の７９に同内容
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の規定がある。）。 

（５）消費税基本通達（資産の譲渡等に係る対価を享受する者の判定） 

事業に係る事業者が誰であるかは、資産の譲渡等に係る対価を実質的に享受している者

が誰であるかにより判定する（４－１－１）。 

３ 前提事実（争いのない事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

（１）当事者等 

ア ⅰ 

ⅰは、平成１０年１１月頃から、当初は個人事業として鉄道軌道保守工事（以下「軌道

工事」という。）について、ｊ株式会社（以下「ｊ」という。）及び株式会社Ｅ（以下

「Ｅ」という。）を主要な取引先として事業を行い、平成２５年７月●日には、株式会社

ⅰとなった（以下、平成１０年１１月頃以降の個人事業であるⅰと、株式会社ⅰを併せ

て「ⅰ」ということがあり、ⅰにおける事業を「本件事業」という。ただし、後記５

（１）の争点（１）のとおり、法人成りする前（とりわけ平成１９年から平成２５年）

の個人事業の主体が原告か否かは争いがある。）。 

イ 原告ら 

（ア）原告（昭和●年●月●日生）は、平成１０年１１月以降、本件事業に従事し、平成

２５年に株式会社ⅰが設立された時から平成２９年５月１日に至るまで、同社の代表取

締役を務めていた者である。 

（イ）乙（昭和●年●月●日生。以下「乙」という。）は、原告の父であり、株式会社ⅰの

設立時から、同社の取締役を務め、平成２９年５月１日からは、同社の代表取締役を務

める者である。乙は、昭和５０年１月６日から平成１７年１２月まで、軌道工事等を業

とするＦ株式会社（以下「Ｆ」という。）で正社員として勤務していた。 

（ウ）丙（昭和●年●月●日生。以下「丙」という。）は、乙の妻であり（原告は、丙のこ

とを「おふくろ」と呼んでいるものの、丙と原告の間に血縁関係はない。）、平成１０年

１１月頃から、本件事業に係る請求書の発行や、経費の支払等の入出金の管理等といっ

た経理事務に従事し、株式会社ⅰの設立時から取締役を務める者である。また、丙には、

実子として丁（以下「丁」という。）がいる。（取締役につき、甲３、「また」以下につ

き、弁論の全趣旨） 

（エ）戊（昭和●年●月●日生。以下「戊」という。）は、原告の妻（平成１１年９月５日

婚姻）であり、丙の経理事務の補助を行うとともに、株式会社ⅰの設立時から取締役を

務める者である。（取締役につき、甲３） 

（オ）原告及び戊と、乙及び丙とは、住居及びその生計を異にしている。 

（２）更正処分に至る経緯 

ア 確定申告の状況 

（ア）所得税 

丙は、原告の平成１９年ないし平成２５年分の所得税等として、別紙３の別表１「課

税の経緯（所得税等）」の「確定申告」欄のとおり、確定申告をした。 

（イ）消費税 

丙は、原告の本件各課税期間の消費税等として、別紙３の別表２「課税の経緯（消費

税等）」の「確定申告」欄のとおり、確定申告（以下、上記（ア）の確定申告と併せて
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「本件各申告」という。）をした。 

イ 調査 

処分行政庁は、平成２６年８月２９日、原告の平成２３年から平成２５年までの所得税

に係る税務調査を開始した。名古屋国税局査察部は、同年１２月１６日、原告の所得税

法違反嫌疑事件についての査察調査を開始し、原告は、捜査を受けたが、同嫌疑を理由

に起訴されることはなかった。 

ウ 本件各処分 

（ア）処分行政庁は、平成２７年３月１２日付けで、原告に対し、別紙３の別表１「課税

の経緯（所得税等）」の「更正処分及び賦課決定処分」欄のとおり、平成１９年分の所

得税の更正処分及び重加算税の賦課決定処分（乙１参照）をした。 

（イ）処分行政庁は、平成２８年３月１１日付けで、原告に対し、別紙３の別表１「課税

の経緯（所得税等）」の「更正処分及び賦課決定処分」欄のとおり、平成２０年分及び

平成２１年分の所得税の更正処分及び重加算税の賦課決定処分（乙５，６参照）をした。 

（ウ）処分行政庁は、平成２９年１月１６日付けで、原告に対し、別紙３の別表１「課税

の経緯（所得税等）」の「更正処分及び賦課決定処分」欄のとおり、平成２２年分ない

し平成２５年分の所得税等の更正処分及び重加算税並びに平成２２年分及び平成２３年

分の過少申告加算税の賦課決定処分をするとともに、別紙３の別表２「課税の経緯（消

費税等）」の「更正処分及び賦課決定処分」欄のとおり、平成２３年課税期間ないし平

成２５年課税期間の消費税等の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分（乙１０、

１１、１３ないし１７参照）をした（以下、上記各賦課決定処分を「本件各賦課決定処

分」といい、上記各更正処分を「本件各更正処分」という。）。 

エ 本訴に至る経緯 

（ア）原告は、平成２７年５月７日、処分行政庁に対し、平成１９年分の所得税の更正処

分及び重加算税の賦課決定処分（上記ウ（ア））について異議申立て（乙２参照）をし

たが、処分行政庁は、同年８月３日付けで、原告の異議申立てをいずれも棄却する旨の

異議決定（乙３参照）をした。原告は、平成２７年９月２日付けで、国税不服審判所長

に対し、審査請求（乙４参照）をした。 

（イ）原告は、平成２８年５月２日、処分行政庁に対し、平成２０年分及び平成２１年分

の所得税の更正処分及び重加算税の賦課決定処分（上記ウ（イ））について異議申立て

（乙７参照）をしたが、処分行政庁は、同年７月２９日付けで、原告の異議申立てをい

ずれも棄却する旨の異議決定（乙８参照）をしたため、原告は、平成２８年８月２５日

付けで、国税不服審判所長に対し、審査請求（乙９参照）をした。 

（ウ）原告は、平成２９年３月２９日、国税不服審判所長に対し、平成２２年分ないし平

成２５年分の所得税ないし所得税等の更正処分及び重加算税、平成２２年分及び平成２

３年分の過少申告加算税並びに平成２３年課税期間ないし平成２５年課税期間の消費税

等の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分（上記ウ（ウ））を不服として、審査

請求（乙１２）をした。 

（エ）国税不服審判所長は、これに対し、同年７月２５日付けで、原告の審査請求をいず

れも棄却する旨の裁決（乙１８、１９参照）をし、原告は、同年８月８日、裁決書を受

領した。（裁決書受領日につき、弁論の全趣旨） 
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（オ）原告による本訴の提起 

原告は、平成３０年２月２日、本件訴えを提起した。（当裁判所に顕著な事実） 

（３）被告が主張する本件各処分の根拠及び適法性 

本件各処分の根拠及び適法性についての被告の主張は、別紙１「本件各更正処分の根拠

及び適法性」及び別紙２「本件各賦課決定処分の根拠及び適法性」記載のとおりであり、

原告は、後記４の争点に関する部分を除き、本件各処分の適法性を争っていない。（弁論の

全趣旨） 

４ 争点 

（１）本件事業の収益ないし対価の帰属 

（２）「隠ぺい」又は「仮装」の行為の有無 

（３）「偽りその他不正の行為」の有無 

５ 争点に対する当事者の主張 

（１）争点（１）（本件事業の収益ないし対価の帰属） 

（被告の主張） 

事業所得に対する所得税及び消費税は、当該事業から生ずる収益ないし当該課税資産の

譲渡等の対価の帰属者が納税義務者であり、これについては、その事業を経営している者

が誰であるかによって判定すべきである。そして、この判定に当たっては、名義は実体を

表象するのが通常であることに鑑みれば、名義人に帰属することが事実上推定され、これ

が相違していることを主張する者において、名義が実体と相違しており、名義人とは異な

る者が実体上その帰属先であることを示す特別の事情を主張立証する必要がある。そして、

次の各点に鑑みれば、本件事業の収益ないし対価は原告に帰属している。 

ア 本件事業の実態 

（ア）原告及び乙の就業状況 

原告は、平成１０年１１月に事業を開始した当初から本件事業に専従し、ⅰが平成２

５年に株式会社となった際には、代表取締役に就任している。一方、乙は、平成１７年

１２月まではＦの正社員として勤務していたのであり、乙の繁忙状況からすると、本件

事業を遂行することはできなかった。 

（イ）ⅰの従業員関係 

原告は、ⅰの従業員の採用や管理等の業務のほか、外注先の手配や現場における指揮

監督を行っていた。また、原告の従業員や取引先の関係者は、原告がⅰの経営者である

と認識しており、原告、乙及び丙も、税務調査の当初は、原告がⅰの経営者であること

を認めていた。 

イ 本件事業における名義等 

（ア）原告名義での確定申告 

原告は、平成１１年分から平成２５年分までの本件事業に係る事業所得について、自

己を事業主として確定申告をするとともに、本件事業に係る消費税に関する届出につい

ても、平成１２年３月１５日に原告名義で行っている。 

（イ）本件事業に必要な行政上の許可 

本件事業に必要な行政上の許可の申請は、ⅰが個人事業の間、いずれも原告名義で行

われ、これに対する許可処分についても、原告ないし原告を代表者とするⅰに対して行
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われている。 

（ウ）本件事業上の契約関係 

ⅰとその主要な取引先であるｊ及びＥとの間の軌道工事の請負契約は、ⅰが個人事業

の間、原告が取引先の担当者と交渉を行った上で、原告名義で締結されている。また、

本件事業の主たる取引先に対する代金の請求についても、原告の名義で行われ、その代

金は、原告名義の株式会社Ｇ銀行（以下「Ｇ銀行」という。）の口座（以下、原告名義

のＧ銀行愛宕町支店の総合口座（口座番号●●●●）を「本件口座１」といい、原告名

義のＧ銀行本店営業部の総合口座（口座番号●●●●）を「本件口座２」といい、これ

らを併せて「本件各口座」という。）に振り込まれており、下請への支払も本件各口座

を用いて行われている。 

ウ 本件事業に係る収支の管理状況 

本件事業の収益は、ⅰが個人事業の間、いずれも本件各口座で管理されていたほか、ⅰ

の従業員に対する給与の支払等も、本件各口座を用いて行われていた。本件各口座は、

浪費癖のある原告のために丙が専ら本件事業に管理・利用していたものであり、原告に

その預金債権が帰属するものである。 

エ 本件事業に必要な資産の調達 

原告は、平成２０年頃、本件事業に使用する三重県松阪市内の土地（以下「本件土地」

という。）を取得するに当たって、Ｇ銀行と融資交渉を行い、借入れを受けた上で、自ら

の名義で本件土地を購入し、原告の名義による所有権移転登記を具備している。また、

原告は、本件事業に使用する重機（以下「本件重機」という。）についても、平成２３年

頃、ｆ（以下「ｆ」という。）との間で保証委託契約を締結した上で、Ｇ銀行から借入れ

を受けて購入している。 

オ まとめ 

以上のことからすると、本件事業については、いずれも原告の責任と計算の下に行われ

ており、原告は、形式面においても、実質面においても、本件事業を経営している者で

あるといえ、本件事業による収益ないし対価は原告に帰属している。 

（原告の主張） 

本件事業は、次の各点からすると、乙が営んでいた事業であるというべきであるから、

本件事業による収益ないし対価は、乙に帰属する。 

被告は、原告において、名義人とは異なる者が実体上帰属先であることを示す特別の事

情を主張立証する必要がある旨主張するが、所得税法１２条の実質所得者課税の原則の下、

名義だけで所得の帰属が事実上推定されるということは税法の解釈として誤りである。 

ア 本件事業の実態 

（ア）原告及び乙の就業状況 

ⅰは、平成１０年１１月頃、乙が創業をした事業であり、取引先からの連絡も一次的

には、乙に対して行われていた。原告は、乙が創業したⅰの業務に従事していたにすぎ

ず、ｉの創業後、ⅰの主たる取引先との交渉や営業活動を行っていたのは乙である。本

件事業の取引先の関係者らも、ⅰの代表者名義が原告であるとしても、ⅰの実質的な代

表者は乙であり、原告は現場の担当者にすぎないとの認識であり、現場仕事についても、

原告だけが責任者の地位にあったわけではなく、乙の指示の下に行われていたのである。 
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（イ）ｉにおける従業員関係 

乙は、平成１７年１２月までは、Ｆに勤務をしていたものの、原告ら従業員に対し、

電話で現場の割り振りや采配を行っていたほか、従業員は、乙が作成したメモに基づき、

丙が作成した予定表に従って勤務をしていたのであり、ⅰの従業員の指揮監督を行って

いたのは乙である。また、ⅰの採用関係については、原告が誘った者も乙が誘った者も

いるが、原告は、従業員を採用する際には、必ず乙に相談しており、その最終的な決定

権限は乙にあった。 

イ 本件事業における名義等 

軌道工事の業界は、事業者の名義ではなく、個人の能力や信頼等が重視されるのであり、

ｉの主たる取引先も乙の人脈により獲得したものである。ⅰの各種名義が原告名義にさ

れていたのは、ⅰの創業当初、乙が、平成１７年１２月までＦで勤務をしており、ⅰの

代表者として名乗ることに支障があったことや、将来原告に本件事業を引き継がせよう

と考えていたことなどを理由とするものであり、本件事業を経営していたのはあくまで

乙である。 

ウ 本件事業に係る収支の管理状況 

本件事業の収支の管理は、ⅰの創業当初から乙が丙に任せており、丙は、乙の指示を受

け、丙が開設した本件各口座を管理・利用し、本件事業による収益を管理しているので

あり、本件各口座の預金債権は、丙に帰属している。そして、丙は、本件各口座に振り

込まれた金銭については、乙のものとして、その一部を丙、乙及び丁の口座に振り込ん

で管理していたものであるから、本件事業によって得た収益は乙に帰属している。 

ｉの従業員の給与の支払についても、乙が、従業員の出欠を確認するノート（以下「出

欠ノート」という。）を作成して出勤の管理を行い、丙が同ノートと各従業員から提出さ

れた出面表とを突合して、乙が決定した従業員の単価に基づき、各従業員の給与計算を

行い、その支払は、乙名義の通帳をもって行っていた。 

一方、原告は、本件各口座への入金状況を把握していないのみならず、ｉの資金管理等

には一切関与しておらず、他の従業員同様に、現場での仕事に専念し、作業日数に応じ

た月給を受け取っていたにとどまるものであって、本件事業によって生じた収益を自ら

の管理の下に置いたことはない。乙の給与についても、丙が作成した出勤簿に記載され

ているが、これは乙が現場に出た分をひとまず渡しておく趣旨で記載したにとどまるも

のである。 

エ 本件事業に必要な資産の調達 

本件事業に使用する本件土地は、平成２０年頃、乙がｊの●●作業所の所長であるＨか

らの助言を受け、乙が物件を選定し、購入に至ったものであり、その交渉も乙が全て行

っており、本件土地の購入資金の融資に係る諸手続を行ったのは丙である。また、平成

２３年頃に本件重機の購入資金の融資の交渉を行っていたのも丙であり、本件重機購入

に関する最終的な意思決定を行ったのも乙である。 

オ 以上によれば、本件事業の最終的な意思決定の権限を有し、ｉを経営している者は乙

であるから、原告に本件事業の収益ないし対価が帰属することを前提とする本件処分は

違法である。 

（２）争点（２）（「隠ぺい」又は「仮装」の行為の有無） 
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（被告の主張） 

ア 重加算税を課するためには、納税者のした過少申告行為そのものとは別に、「隠ぺい」

又は「仮装」と評価すべき行為が存在し、これに合わせた過少申告がされたことを要す

るものであるが、納税者が、当初から所得を過少に申告することを意図し、その意図を

外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に基づく過少申告をしたような

場合には、重加算税の賦課要件が満たされるものと解すべきである。そして、従業者の

行為は、重加算税の制度上、納税義務者本人の行為と同視すべきであり、従業者による

所得の事実の隠ぺい又は仮装を納税者本人が知らなかったとしても、従業者の行為に基

づく過少申告ないし所得の不申告は、納税者が正当なる所得の申告を怠ったものとして、

重加算税が賦課されるというべきである。 

イ（ア）原告は、ｉの創業当初から、本件事業における経理事務全般を丙に任せているこ

と、原告と丙の間には家族関係があり、本件事業については、家族経営であるといえ、

その利害を同一にする立場にあることに照らすと、丙の行為は、仮に原告が当該事実

を了知していなかったとしても、原告の行為と同視できる。 

（イ）丙は、本件事業の経理事務担当者として、金銭出納帳を作成するとともに、請求

書や領収書を基に収入金額や経費を勘定科目ごとに整理したノート（以下「集計ノー

ト」という。）を作成・管理しており、本件事業における事業所得の額を十分に把握

していたといえる。それにもかかわらず、丙は、集計ノートに記載された額とは大き

く食い違った過少な額の確定申告書を作成し、本件各申告を行っている。 

丙は、松阪税務署の調査担当職員に対し、集計ノート等の存在を隠匿していたこと、

調査担当職員から集計ノートの作成意図を問われた際に黙秘していたこと、原告名義

の口座からその原資が分からないように、本件各口座から現金で乙ないし丙名義の口

座に金員の移動をしていたことなどに照らせば、丙に「隠ぺい」又は「仮装」の意図

があったことは、明らかである。 

ウ 以上のことからすると、丙の行為は、原告の行為と同視でき、丙は、「隠ぺい」又は

「仮装」を行ったものといえるから、原告は、本件事業に係る事業所得を「隠ぺい」又

「仮装」したものといえる。 

（原告の主張） 

ア ｉにおける経理事務の一切は、丙が行っており、原告がｉの経理事務に関与した事実

はなく、原告が丙に確定申告を依頼したこともないのであるから、原告が「隠ぺい」又

は「仮装」したとはいえない。原告と丙とは、別の世帯で生活をしているのであって、

経済的利害関係を同一にする立場にあるということもできず、丙による確定申告を原告

の申告と同視することはできない。 

イ 丙は、本件事業の確定申告書を作成するに当たっては、Ｉ（以下「Ｉ」という。）の計

算会において、Ｉの職員であるＪ（以下「Ｊ」という。）らに依頼をして、作成してもら

っていた。丙は、集計ノート等を作成していたが、これは、乙から経理事務を任されて

いたものの、経理や税務に関する知識が全くない状況において、家計簿感覚で作成した

ものにすぎないもので、事業資産の減価償却に係る記載等を欠いた不完全なものであり、

確定申告のための帳簿として作成されたものではなかった。そして、丙は、ＩのＪから

これらの提出を求められることもなかった。このように、丙は、税金の専門家であると
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信頼していたＩの職員の質問に正直に答え、本件事業の確定申告書を作成してもらって

いたのであり、意図的に集計ノート等を隠すなどして、所得を過少に申告する意図は全

くなかったし、このような意図を外部からうかがい得る特段の行為も存在しないから、

丙が「隠ぺい」又は「仮装」したとはいえない。 

丙が、税務調査において集計ノート等を提出しなかったのは、集計ノートが不完全なも

ので取るに足りないと考えていたためであり、丙は、調査に対しては協力をしているの

であるから、これをもって「隠ぺい」又は「仮装」の意図が推認されるとはいえない。 

（３）争点（３）（「偽りその他不正の行為」の有無） 

（被告の主張） 

「偽りその他不正の行為」は、「隠ぺい」又は「仮装」の行為を包含する広い概念である

ところ、前記（２）（被告の主張）のとおり、原告は、「隠ぺい」又は「仮装」したもので

あることからすれば、「偽りその他不正の行為」をしたものといえる。 

（原告の主張） 

前記（２）（原告の主張）イのとおり、丙は、Ｉで確定申告書を作成してもらっていたも

のであり、本件事業に係る申告が結果的に過少なものであったとしても、原告ないし丙が

「偽りその他不正の行為」をしたものとは認められない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 認定事実 

前記前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（１）本件事業の実態 

ア ｉの創業 

（ア）創業に至る経緯 

乙は、親交のあった株式会社Ｋ（以下「Ｋ」という。）の工事部長のＬ（以下「Ｌ」

という。）から、Ｋの現場職人の高齢化のため、若い職人を集めたら仕事を回すという

話をもらった。乙は、当時、Ｆにおいて勤務をしていたが、平成１０年１０月頃から、

Ｌの指示に従って、Ｍ（以下「Ｍ」という。）をＫに派遣することとした。乙は、この

事業を開始するに当たって、開業資金として２６万円を拠出した。（甲５８、６２、６

３、乙７１、証人乙１、２、１６頁、証人丙７、８頁） 

原告は、中学校を卒業後、乙の弟であるＮ（以下「Ｎ」という。）が経営する軌道工

事の会社である有限会社Ｏ（以下「Ｏ」という。）で勤務をするなど、軌道工事の仕事

に従事しており、平成元年４月から、父である乙から軌道工事に関する助言を受けて仕

事をしていた。原告は、この当時、軌道工事等を業とするＰ有限会社（以下「Ｐ」とい

う。）で、重機を使用した業務等を中心に軌道工事の業務に従事していたが、同社での

仕事が少なかったこともあり、他の社員３名を引き連れて退職し、平成１０年１１月頃

から、乙の事業に合流することとなった。そして、原告が合流した後、平成１１年頃か

ら、乙と原告で相談をして、ｉという名称を用いることとし、その代表名義を原告の名

義にした。（甲３５の１、甲６２、６４、乙７５、１１８、証人乙２、３、１９頁、原

告本人１、２、１３、１７頁） 

（イ）ｉ創業時の事業の概要 

ｉは、当初、乙がＬから電話でＫ等の仕事を受注し、実際にｉが受注した仕事につい
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ても、乙がＬから電話で作業員の振り分け等の指示を受け、この指示を原告に伝えてい

た。実際に派遣されたｉの職人は、Ｋの現場監督や下請から、現場で具体的な指示を受

けて作業をしていた。また、ｉのＫ等に対する報酬の請求については、丙が、Ｌの用意

した書式に従って、決められた代金を記載した請求書を作成し、これに基づいて支払を

受けていた。（甲２２、２４、６２、６４、証人乙３、４、１９、２０、２１頁、原告

本人１１、１２頁） 

（ウ）乙の平成１７年頃までの就業状況等について 

乙は、昭和５０年１月から平成１４年１１月７日の定年退職まで、Ｆの正社員として

勤務し、定年退職後も、平成１７年１２月２５日までは、同社に正社員として再雇用さ

れ、軌道工事の現場監督の仕事をしていた。乙は、日曜日を除く週６日、Ｆに出勤して

おり、うち５日は翌日の午前中までの夜勤で、通常勤務の際には、朝８時から夕方５時

頃まで勤務をしていた。乙のｉにおける業務については、Ｌから１週間に二、三回程度

電話を受け、その内容を原告に伝えるというもので、ｉの従業員として現場に出ること

はなかった。Ｆの就業規則においては、兼業を行うことは禁止されていたものの、乙は、

Ｆの事務所において、上記の電話対応を行っており、ｉの仕事に従事することについて、

Ｆから特段とがめられることはなかった。（甲６２、乙２２、証人乙３、４、２０、２

１、３２、３３頁） 

乙は、Ｆに勤めていた当時、同社から月に３５万円程度の給与の支払を受け、その後、

年金を受給している。また、乙と丙の間では、金銭や口座等の家計の管理は全て丙が行

っており、その詳細について、乙は把握しておらず、丙が乙の所得について、税金の申

告をすることもなかった。（甲６２、６３、証人乙９、３２頁、弁論の全趣旨） 

イ ｉと主要な取引先との取引 

（ア）ｊとの取引 

ａ 取引に至る経緯 

ｊは、軌道工事等を業とする会社であり、名古屋支店、軌道本部等の各部を設置し

ており、この軌道本部の中に名古屋工事部がある。ｊは、平成１８年にその主要な取

引先であったＫが破産したことから、Ｆ時代から付き合いのあった乙に対し、同社の

下請にならないかとの提案をした。この提案を受け、ｉは、同年９月８日、ｊとの間

において、ｉの代表者を原告とする工事請負基本契約を締結し、以後、ｊの下請とし

ての取引を開始した。ｉは、法改正を踏まえ、平成２４年２月１５日付けで、ｊとの

間で、これを盛り込んだ上記とほぼ同内容の契約書を作成した。（甲２、１７、１９、

２０の１、２８、３０、６２、乙３４、証人Ｑ２ないし４頁、証人乙１０、１１頁） 

ｂ ｊとの業務 

（ａ）ｊにおける現場の仕事 

ｊでは、各現場に、作業員の指揮命令ないし管理を行う作業責任者を設置しなけ

ればならないこととされており、この作業責任者については、ｊにおける筆記試験

や面接等に合格した者がｊから認定を受ける形で取得する資格であり、ｉにおいて

は、原告の他、数名の従業員が、この作業責任者の資格を取得していた。原告は、

ｊの現場においては、ｉの従業員に対して指示等を行い、実際に作業に従事する一

方、乙は、当初は現場に顔を見せることもあったが、実際に作業に携わることはな
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かった。（甲１７、１９、２１の１、２４） 

（ｂ）ｊとのやりとり 

ｊは、細かい工事の予定等については、当初は、基本的には乙に連絡をし、必要

があれば作業の責任者である原告に連絡をしていたが、その後は窓口を特定せず、

原告や乙の双方に連絡を入れるようになり、ｊが直接原告に話をし、ｉが仕事をも

らうこともあった。また、前記ａの平成２４年における契約書の作成に当たっては、

原告がｊの担当者とやり取りを行っていた。（甲１７ないし２０の２の１、証人Ｑ

４、５、１４ないし１６頁、原告本人１１頁） 

ｊは、工事を受注する業者との間において、毎週月曜日に翌週以降の業務の打合

せを行うほか、月に１回、下請の責任者クラスが出席する安全会議研究会と呼ばれ

る全体の会議を行っている。これらの会議には、平成１８年当初は、乙が出席して

いたが、乙は、原告を引き連れてこれらに出席するようになり、その後は、原告や

その他の従業員が会議に出席するようになった。（甲１７ないし２０の１、２１の

２の２、２１の２の３、証人Ｑ４、５、１４ないし１６頁） 

（ｃ）ｊの社員の認識等 

当時のｊの名古屋支店の支店長であったＲ（以下「Ｒ」という。）及び同支店で

勤務をしていたＳ（以下「Ｓ」という。）らは、乙のことをＦで勤務をしていた頃

から知っており、三重県の本社に年末の挨拶に来て、同人らとｉの業務についての

話をしていたのは乙であったことなどから、乙がｉの実質的な経営者であると認識

していた。（甲１７、１８、２０の１、２０の２の２、２１の１、２１の２の１） 

ｊの作業所の主任をしていたＱ（以下「Ｑ」という。）についても、当初は、乙

が経営者であり、原告は作業の責任者にすぎないものと認識していたが、原告が乙

に代わってｊの会議に出席するようになり、ｉの事業が原告に任されたものと認識

するようになった。（甲２０の１、証人Ｑ５、６、１６頁） 

ｊにおいて名古屋工事部の工事課長を務め、ｉとの平成２４年の契約書の作成の

窓口になっていたＴは、同契約書の作成に当たってやりとりを行っていたのは原告

であったことなどから、本件事業は、原告の事業であると認識しており、乙につい

ては、ⅰの業務の顧問ないしアドバイスをするオブザーバーのような存在であると

認識していた。（甲１９） 

ｊの社員は、原告について、やっさん、社長などと呼ぶ者がいたのに対し、Ｑは、

乙のことを会長と呼んでいた。また、ｊの業者台帳には、代表者として原告の氏名

が記載され、顧問として乙及びＬの名前が記載され、連絡、担当者の欄には、原告

と乙の氏名が記載されている。（甲１９、２０の１、乙３５） 

（ｄ）作業員名簿の記載 

ⅰがｊに提出した作業員名簿には、原告が平成１０年１２月１日から、Ｍが平成

１１年１月１０日から、乙は平成１７年１２月１６日から雇い入れられたと登載さ

れている。（乙１２０ないし１２２） 

（ｅ）請求関係 

ｊは、下請業者に仕事を発注する際には、ｊの各作業所において、工事を発注す

る下請業者の割当てを行い、これに基づき、下請業者に対して注文書を発行し、下
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請業者から注文書に対応する注文請書と見積書の提出を受け、代金の支払について

は、各月の出来高を請求してもらい、銀行口座に振り込むこととしていた。この際、

ｊにおける仕事の単価は決まっており、取引先と単価の交渉等を行うことはなかっ

た。（甲１７、１８） 

ⅰにおいても、基本的には、ｊが注文書を作成し、これに予算や工期を記載して

ⅰに送付をし、丙がこれに基づいて請求書を作成しており、ⅰとｊとの間で工事代

金の交渉をすることはなかった。（甲６の２の１ないし６の２の３の３、乙３５） 

（イ）Ｅとの取引 

ａ 取引の概要 

Ｅは、Ｕ株式会社（以下「Ｕ」という。）からＪＲの軌道工事の仕事を受注してい

た会社である。Ｋの倒産により、Ｅに移籍したＬは、ⅰをＥの代表者であるＶに紹介

し、ⅰは、平成１８年７月２１日、Ｅとの間において、原告を代表者として、工事下

請基本契約を締結した。ⅰは、以後平成２４年頃まで、Ｅの下、ＪＲの軌道工事の仕

事をしていた。（甲６２、乙３８、４０の１ないし８、乙６６ないし６８、７６、証

人乙１１、１２頁、原告本人７頁） 

ｂ Ｅとの業務 

Ｅとの間の取引については、専ら原告がＬを介して仕事上のやり取りをするように

なり、乙はこれに関与することはなかった。（甲６２、乙６６ないし６８、７６、証

人乙３１頁、原告本人２３、２４頁） 

Ｅが平成２３年３月１６日付けでＵに提出する再下請負人使用承認願には、ⅰにつ

いて、作業現場の責任者である「現場責任者」及び作業現場の安全管理を行う「安全

衛生責任者」として原告の氏名を記載する一方、作業場に従事する従業員の管理を行

う「雇用管理責任者」として乙の氏名が記載されている。また、Ｅが同日付けで作成

したＶに提出する下請会社における自動車保険の加入状況を報告するための書類には、

「安全運転管理者」として乙の氏名が記載されていた。上記の各書面の記載は、いず

れもⅰから提出された書面を基にＥが作成したものであった。（乙６６） 

ウ 助勤取引等について 

（ア）ⅰは、主要な取引先との取引のほか、他の業者との間で、助勤（同業者間で職人の

貸し借りを行うこと）の取引を行っていた。これについては、実際に現場に出て、現場

を把握していた原告が行っていた。原告は、前記のｊの安全会議に出席した際などに、

他の事業者からの依頼を受け、他の業者と助勤取引を行っており、個別の取引について、

乙の承諾を取っていなかった。（甲２６、２７、３５、６２、６４、原告本人８頁） 

（イ）ⅰと助勤取引を行う取引先として、Ｎが営むＯがあるが、Ｎは、ⅰの経営者は乙で

あると考えていた。また、ⅰは、Ｗ（以下「Ｗ」という。）や、原告の従弟であるＸが

営むｇなどから、外注先として、職人の派遣を受けていたが、Ｗについては、平成１１

年頃に乙から誘われ、ⅰに従事していたことなどもあり、乙がⅰの経営者であると認識

していた一方、Ｘについては、原告がⅰの代表者であると認識していた。（甲７の５、

２５、２７、乙６０、６１） 

（２）ⅰの組織としての実態 

ア ⅰの従業員の指揮監督関係 
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（ア）ⅰの従業員の勤怠管理の状況 

ⅰの従業員は、１か月の現場への出勤状況を記載した出面ないし出面表などと呼ばれ

るメモを提出することとなっていた。丙は、従業員の出勤日とその日数に基づく給与計

算の結果が記載された出勤簿を作成しており、これにより、原告を含む職人ないし従業

員の勤怠状況を管理していた。この出勤簿には、乙の名前も記載されており、「アルバ

イト（乙）」などと記載されているものもある。（甲７の１ないし７の１４、乙５３、５

６） 

乙は、上記メモを基に、日付、工事名とこれに参加していた従業員名をノートに記録

していた。（甲３３の１ないし甲３４の２） 

（イ）従業員の採用関係 

ⅰの採用については、ⅰの創業当初は、原告がＰから引き連れてきた３名のほか、Ｗ

やＭといった職人が勤務をしており、ⅰには、乙が誘った従業員（創業当初に誘ったＷ

やＭら）も原告が誘った従業員もいた。原告は、従業員の採用に当たっては乙に相談を

していたが、乙がその採用について否定的な意見をいうことはなかった。（甲２５、乙

５３ないし５７、証人乙２４頁） 

（ウ）従業員への指示 

原告が、翌週の作業の予定表を配布しており、Ｗは、このことなどから、原告がⅰに

おける作業の予定を決めているものと考えていた。（甲２５、３３の１、３３の２、６

４） 

イ 従業員等の給与 

従業員の給料の単価は、原告と乙が相談して決めており、丙が作成した出勤簿記載の出

勤日数をベースとしつつ、早出等を行った場合には、さらに給料が支払われる仕組みに

なっており、これに基づいて、給料支払明細書が作成されていた。また、原告及び乙は、

給与台帳において、他の従業員同様に給与の管理がされていたが、原告の給与について

は、最低保証額として４０万円が設定されていた。（甲７の１ないし９の１２、甲６４、

証人乙８頁、証人丙５、２３頁） 

従業員の給与の支払は、振込手数料の関係で、Ｍについては、乙名義の口座を用いた振

込みでの支払がされていたが、その他の従業員については、現金や銀行振込みでの支払

がされており、給与明細書の交付もされていた。そして、従業員に対する給与の交付に

ついては、原告や戊が行っていた。また、原告及び乙の給与明細書についても、他の従

業員同様に作成されており、原告の給与は、この給与明細書とともに戊に交付されてい

た。（甲９の１ないし甲１０、６３、６４、乙７８の１ないし７８の８） 

ウ ⅰの法人化 

ⅰは、平成２５年に、ｊの勧めもあり、法人化したが、仕事のやり方や金銭の管理方法、

原告の仕事内容も従前と変わるものではなかった。ⅰは、株式会社となった後、５００

株の株式を発行したが、そのうち２００株を乙が取得し、残り１００株ずつを原告、丙、

戊が保有していた。なお、乙は、証人尋問において、ⅰが株式会社となった後には、原

告がⅰの経営主体となったことを認めている。（甲３、６２、原告本人９、２０頁、証人

乙１４、３５頁） 

（３）本件事業における名義等 
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ア 主要な取引先との取引上の名義について 

ⅰとｊ及びＥとの間の各契約について、平成１８年に作成された契約書では、原告の住

所地をⅰの所在地とし、原告を代表とするⅰの名義で契約が締結されている。（乙３４、

３８） 

ⅰの請求書についても、平成１１年３月頃の請求書では、乙の住所地と自宅の電話番号

が記載されて発行されたものもあるが、その後、ｊ及びＥなどといった取引先に対する

請求書では、基本的には、原告の住所地を所在地とし、原告を代表とするⅰの名義で発

行されており、Ｅに対する請求書では、請求代金の振込先口座として、本件各口座の口

座番号が記載されている。（甲６の１、甲６の３の１ないし６の３の４、乙３９の１ない

し４０の８） 

イ 消費税課税事業者の届出等について 

本件事業に係る消費税については、平成１２年３月１５日、松阪税務署に対し、原告が

丙から依頼を受けて署名をし、原告の名義で、消費税課税事業者届出書及び消費税簡易

課税制度選択届出書が提出されている。（甲６４、乙３２、３３、原告本人５、６頁） 

ウ 建設業法の許可について 

ⅰは、ＪＲの仕事を受注するに当たって、建設業の許可を受けることが必要との助言が

あり、平成１８年７月１９日、三重県知事に対し、建設業法上の許可（同法３条１項）

の申請を行っているが、この申請については、その所在地を原告の所在地、その代表者

を原告とするⅰの名義で行われ、同許可は、同年８月２２日付けで、ⅰの原告を名宛人

として行われている。ⅰは、平成２２年１０月４日、平成２３年７月１９日、同様の許

可申請を行い、三重県知事の許可を受けているが、これらについても上記と同様である。

同許可申請書の添付書類としてⅰが提出した原告（許可申請者）の略歴書には、原告が

平成１０年１１月２０日までＰに所属し、同月●日にⅰを創業し、それ以降、事業主と

して土木一式工事に従事したと記載されている。（甲６２、乙２３ないし２８、１１８） 

ⅰは、平成２７年６月５日、三重県知事に対し、建設業の廃止の届出をしているが、こ

れについても代表者を原告とするⅰの名義で行われている。（乙２９） 

エ 産業廃棄物収集運搬業許可について 

ⅰは、ｊの下請業者となるに当たって、廃棄物の処理及び清掃に関する法律１４条１項

の産業廃棄物収集運搬業の許可を受けることが必要となったため、平成２３年７月２１

日受付により、三重県知事に対し、同許可申請を行っているが、この申請は、原告本人

の名義で行われており、同許可についても、平成２３年９月１３日付けで、原告を名宛

人として行われている。（甲６２、乙３０、３１） 

（４）本件事業に必要な資産の調達 

ア 本件土地について 

ⅰは、ｊから、資材置き場を確保した方がいいと勧められ、事業用の不動産を取得する

ことを計画していたところ、乙は、以前から付き合いのあった有限会社Ｙから本件土地

の紹介を受け、乙のほか、原告及び丙もＹを訪れ、売買代金の交渉を行った。なお、本

件土地は、その後、資材置き場のほか、事務所などとして利用されていた。（甲３１、６

２、乙７５、証人乙１２、２８、２９頁） 

原告は、平成２０年１２月２５日、乙を連帯保証人とし、Ｇ銀行から２２００万円の貸
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付けを受けた。原告は、同日、有限会社Ｙとの間において、代金を２２００万円とする

本件土地の売買契約を締結し、同日、同金員の支払をし、原告名義で登記を具備してい

る。（甲３２、３７、６２、乙４１ないし４４、７５、９７） 

上記の融資に当たってのＧ銀行作成の融資協議書には、保証人である乙について、「創

業者（先代）申込人父」などと記載されているほか、意思確認（説明）記録表には、「長

男であり後継者」などと記載されている。（甲３６、乙９７） 

イ 本件事業用の重機について 

原告は、平成２３年９月１２日、本件重機を購入するため、Ｇ銀行に対し、原告の名義

で融資の申込みを行うとともに、ｆに対し、保証委託を行った上で、同月２８日、Ｇ銀

行から９３０万円の貸付けを受け、同日、売買代金を支払った。原告は、平成２３年１

２月１５日、Ｚ株式会社から、重機であるミニショベル等を代金５２５万円で買い受け

る旨の売買契約を締結した。（乙４６ないし５２、１１７、証人乙１３頁） 

本件重機の選定については、重機の操作に精通していた原告が行っており、本件事業に

使用していた重機については、全て原告の名義で借り入れた金員で購入したものであっ

た。（証人乙３０頁） 

ウ なお、本件土地及び本件重機は、平成２８年２月１８日、株式会社ａに対して譲渡さ

れ、原告個人の譲渡所得として確定申告されている。（乙７７） 

（５）本件事業に係る収支の管理状況等 

ア 本件各口座について 

（ア）本件口座１の作成経緯及び管理状況等 

原告は、金遣いが荒い面があり、収入以上の買い物をして、消費者金融から借入れを

行い、これについて、乙や丙らが債務整理をしたことなどもあった。丙は、平成２年頃、

原告が車両を購入するに当たって、原告によるローンの支払を確実なものとするために

本件口座１を開設し、以後この口座を管理していた。上記ローンの支払は、本件口座１

を用いて原告や丙らが行ったが、本件口座１は、このローンの支払が終わった平成４年

頃以降も丙が管理をしていた。（甲６３、証人丙１ないし３頁） 

丙は、平成１０年頃から、ⅰの売上金を管理する口座として、本件口座１を利用する

ようになり、この通帳及び届出印を引き続き管理していた。また、丙は、税金の支払に

ついても、原告名義の口座を利用して行っていた。（甲５の１、５の２、１１の２の１、

１１の２の２、６２ないし６４、証人丙１ないし３、１１、１２、２１、２２頁） 

その後、ⅰの振込先口座は、平成２０年１２月頃、本件口座２に変更されており、そ

の手続は戊が行っている。（甲１１の２の２ないし１１の２の９、乙１１４） 

（イ）本件事業の収益の管理状況 

丙は、本件各口座に振り込まれた売上金について、事業資産と家族の資産を区別する

ことを意識して管理しておらず、ⅰの収益を分散して管理するために、乙名義の口座、

丙名義の口座や丁名義の口座に預金を移動しており、平成１９年には約８００万円、平

成２０年には約１２００万円、平成２１年には約２６００万円、平成２２年には約７９

０万円、平成２３年には約３１００万円、平成２４年には約１６００万円、平成２５年

（１月ないし６月）には約１６００万円の金員（同人らの年金収入等を除いたもの。）

が、同人らの口座に現金で移動されている。この事実については、原告及び乙も把握し
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ておらず、丙の独断で行われていたものであった。また、丁名義の口座については、丁

も引き出し可能な状態であったが、丁がⅰの売上金を引き出すようなことはなかった。

なお、丙は、証人尋問において、上記振込みについて自分に何かあったときのためと述

べている。（甲６２、６３、証人丙７、１９、２０、３２、３８、４０頁、弁論の全趣

旨） 

イ ⅰにおける会計業務について 

ⅰにおいては、請求書の送付、給料の支払、預金口座の管理等はいずれも、専ら丙が行

っており、乙及び原告はこれに関与していなかった。乙は、自身で金銭の管理をしたこ

ともほとんどなく、ⅰの経理について関心がなく、丙がこれを乙に報告することもなか

ったし、乙が金銭の管理方法や税金の申告について丙に指示することもなかった。原告

は、丙がⅰの経理を担当し、税金の申告等を行っていること自体は把握していたものの、

具体的な実態については把握していなかった。（甲６３、６４、証人丙７頁、原告本人１

７頁） 

ウ ⅰにおける会計資料について 

（ア）ⅰにおける会計資料の概要 

丙は、ⅰの経理については、取引先に請求書を出す以上、請求金額の入金の有無を確

認する必要があるし、従業員に対して給与の支払を行う以上、支出がいくらかを確認す

る必要があると考え、以下の資料を作成するようになった。（甲６３） 

丙は、最初に金銭出納帳を作成するようになり、ⅰにおける収支を年度毎に管理する

ための集計ノートについても作成し、これらの管理については、専ら丙が行っていた。

また、丙は、従業員の給与の関係では、前記（２）ア（ア）の出勤簿に従業員の給与の

計算を記載するほか、各従業員の給料の計算とその額を月別に整理したノート（以下

「給与台帳」という。）を作成していた。（甲８、５８、６３、乙８６ないし８８、９８

ないし１１０、証人丙８、３７、３８頁） 

（イ）金銭出納帳 

金銭出納帳には、ⅰにおける収支とその摘要及び日付とともに、これによって導かれ

る差引残高が記載され、年度ごとに管理されている。（甲５８、乙９８ないし１１０） 

（ウ）集計ノート 

ａ 集計ノートの記載内容 

（ａ）集計ノートは、年度ごとに収支がまとめられており、主要な取引先であるｊとＥ

については、ⅰによる請求金額と消費税額及びここから差し引きがされる相殺金額

の合計が記載され、月毎の収入が記載されている。その他の助勤取引による収入等

についても、同様に収入の一覧がまとめられている。また、支出については、勘定

科目毎に整理してまとめて記載がされており、助勤取引等による支出や従業員の給

料についても、支払月毎にその合計額がまとめられている。（乙８６ないし８８、

証人丙１９頁） 

集計ノートには、事業用資産の減価償却等についてまでは記載されているもので

はなかった。（乙８６ないし８８） 

（ｂ）上記の給料欄には、原告についての支払額は、他の従業員とは別に欄（「甲」な

いし「甲」欄）が設けられ、同欄に記載されている（平成１９年度及び平成２０年



18 

度は、外注先であるＯ等についても給与として管理されている。）。また、平成２１

年度には、乙の支払については、「（乙）」という欄が設けられ、乙への支払額が記

載されているほか、平成２２年度には、「従（乙）」として乙への支払額が記載され

ている。（乙８６、８７） 

（ｃ）平成２３年度からは、「給料支払」の表と「支出（従業員給料）」の表が集計ノー

トに記載され、「給料支払」の表には、給料総額、原告への支払額及びその他の従

業員への支払総額が記載されており、「支出（従業員給料）」の表には、従業員のほ

か乙、戊及び丙への支払額が記載されている（平成２５年度については、「給料支

払」の表が作成されておらず、「支出（従業員給料）」の表の欄外に原告への支払額

が記載されている。）。（乙８８） 

ｂ 集計ノート上の支払状況 

原告への支払額は、集計ノート上、平成１９年度が６０１万８０００円、平成２０

年度が６４５万５０００円、平成２１年度が６５７万１４００円、平成２２年度が７

９１万３５００円、平成２３年度が６９８万２５００円、平成２４年度が５８８万８

０００円、平成２５年度が７０５万５０００円である一方、乙は、平成２１年度が１

５７万０２５０円、平成２２年度が４４４万円、平成２３年度が３４万２５００円、

平成２４年度が１４万４０００円、平成２５年度が３００万円と記載されている。

（乙８６ないし８８） 

平成２５年８月以降は、原告、乙、丙及び戊が月額６０万円の支払を受けている。

（乙８８） 

ｃ 集計ノートにより算出されるⅰの収支の状況 

ⅰの収支の差額は、集計ノートによれば、平成１９年度が２４０４万３３１４円

（収入８６１４万４９６２円－支出６２１０万１６４８円）、平成２０年度が３０９

７万１２６２円（収入１億１１６９万１４１５円－支出８０７２万０１５３円）、平

成２１年度が１９８２万５８４６円（収入１億１１１３万８１４４円－支出９１３１

万２２９８円）、平成２２年度が４０９６万９２６２円（収入１億５３７２万１９７

６円－支出１億１２７５万２７１４円）、平成２３年度が２９５０万５６３７円（収

入１億４４３４万０００８円－支出１億１４８３万４３７１円）、平成２４年度が３

７９４万９５７４円（収入１億０９５７万２７２２円－支出７１６２万３１４８円）、

平成２５年度が１１８９万０９１６円（収入６７２２万３９２９円－支出５５３３万

３０１３円）と記載されている。（乙８６ないし８８） 

（エ）給与台帳 

従業員の給与の支払状況は、給与台帳に記載されており、原告及び乙の支払について

も、このノートに基づいて管理されていた。この給与台帳によれば、乙への平成２０年

度における支払額は、２４３万６０００円となっている。（甲８） 

（６）調査等について 

原告、乙及び丙は、原告の所得税法違反を理由とする査察調査を受け、平成２６年１２

月に、事情聴取を受け、原告がⅰの代表者であることを前提とする供述録取書が作成され

た。その後、同人らは、平成２７年の年明け頃、ｂ税理士に相談をし、本件事業の経営者

は乙ではないかとの指摘を受け、本件事業から生じる所得は原告に帰属するものではない
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と考えるに至り、平成２７年１月２３日に実施された事情聴取では、乙が代表者である旨

の供述をした。（乙２１、７０、７１、７３、７４、証人丙３４、３５頁） 

原告は、平成２６年１２月２４日、４０００万円の国税の予納申請をしているが、この

金員については、乙及び丙名義の口座から支払われている。（甲５６の１ないし５６の４） 

２ 争点（１）（本件事業の収益ないし対価の帰属）について 

（１）事業所得は、事業から生ずる収益の帰属する者が納税義務者となり、消費税についても、

当該資産の譲渡等に係る対価の帰属者が当該資産の譲渡等を行った者として納税義務者とな

るもので、誰に収益ないし対価が帰属するかについては、実質上、誰がその収益ないし対価

を享受するかによって判断すべきであるから（所得税法１２条、消費税法１３条１項）、当

該事業における名義のみならず、ⅰの実態、事業に必要な資産の調達状況、事業における収

支の管理状況などの事業の運営に関する諸事情を総合考慮し、実質的に自己の計算において

事業を経営し、その収益ないし対価を享受していると認められる者が誰であるかを判断すべ

きである。そこで、上記１で認定した事実に基づき、事業の運営に関する諸事情について以

下検討する。 

（２）ア 取引先との関係 

ⅰは、平成１０年１０月頃、乙がその経験や人脈から依頼を受けて始めた軌道工事の

職人の派遣事業から始まり、その事業内容は、乙が取引先から指示を受けたとおりに職

人を派遣して、指示された報酬を請求するというもので、具体的業務指示は、取引先の

現場監督から受けていた。 

原告は、平成１０年１１月頃、勤めていたＰを退職して、本件事業に関わると、本件

事業の主体としてⅰを名乗り、確定申告の名義や消費税課税事業者の届出における名義

のほか、行政上の許可、契約書、振込口座や取引先の名簿等といった各種の名義は、原

告をⅰの代表者としていた。また、ｊとの取引については、乙及び原告が窓口となって

いたが、原告が仕事をもらうこともあり、会議等には、乙ではなく、原告及び従業員ら

が出席するようになっており、Ｅとの取引については、専ら、原告が、Ｌを介して連絡

を取っていたほか、助勤取引については、原告が他の取引先から依頼を受けて実際に仕

事をしていた。 

本件事業は、その発端は、乙の人脈で獲得した事業であり、乙が連絡先となっていた

り、取引先との会議に出席するなどしたことにより、取引先の中には乙が経営者である

と認識する者もいたが、原告が経営者であり、乙は顧問やアドバイザーであると認識す

る者もいたし、原告が会議等に出席することにより、原告に本件事業が任されたと認識

する者もいた。 

イ ⅰにおける人事労務管理 

現場での具体的な指示は、ⅰの現場責任者である原告が主に行い、従業員の給与等は、

原告と乙が相談をして決め、従業員の採用は、乙及び原告が各々で決めていた。 

原告及び乙は、ⅰから月々の給与の支払を受けており、他の従業員と同様に給与台帳

や出勤簿を用いて管理されている。ただし、原告は、他の従業員とは異なり、月々の最

低保証額４０万円が定められ、集計ノートでも他の従業員と原告は分けて記載されてい

る一方、乙の給与については、集計ノート上、従業員給与の表に記載されていたり、

「従（乙）」などとも記載され、出勤簿にも「アルバイト（乙）」などと記載されている。
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原告については、月々の支払額につき最低保証を受け、集計ノート上においても、他の

従業員とは区別して記載され、一従業員とは異なる扱いをしているのに対し、乙につい

ては、給与の最低保証額もなく、集計ノート上従業員として扱われており、ⅰの人事労

務管理上、乙はⅰの経営者と扱われてはいなかった。 

ウ 事業に必要な資産の調達状況 

原告は、本件事業において利用されていた事務所や資材の置き場となる本件土地の取

得に当たり、乙や丙が交渉や資金調達に関わったり、乙が原告の保証人となっているも

のの、その購入資金を金融機関から自らの責任において借り入れ、原告名義で売買契約

を結び、所有権移転登記をしている。また、原告は、本件事業に利用する本件重機につ

いても、自ら選定をし、原告の責任において金融機関から借り入れを受けた上で購入し

ている。このように、原告は、事業用資産を自らの名義と責任の下において取得し、本

件事業の用に供している。 

エ 事業における収支の管理状況 

本件事業における収益については、ⅰの創業当初から一貫して原告名義の口座に振り

込まれている。当初利用されていた原告名義の本件口座１は、もともと丙が、原告のロ

ーン返済用の口座として管理していた口座であったが、原告が本件事業に関わるように

なったことから、本件事業の経理を担当する丙が本件事業に関する口座として管理する

ようになったものである。その後、本件事業について使用される口座は本件口座２とな

った。 

丙は、本件事業の資金を分散して管理するために同人又は乙、丁の口座に本件事業の

収益の一部を振り込んでいるが、上記口座を専ら管理していたのは、いずれも丙であり、

丁の口座についても、丁は口座に振り込まれた本件事業に係る収益に手を付けるような

ことはなかったから、本件各口座の他に本件事業の収支を管理する口座はない。結局の

ところ、丙、乙及び丁の口座に入金された金員については、ⅰの事業の資金として管理

されていたものと見ることができ、乙に帰属しているものとはいえない。 

オ まとめ 

以上のことからすると、原告は、平成１０年１１月に、若い職人を集めて本件事業を

始め、乙の助言や助けを受けながら、本件事業の指揮をとり、人事労務管理をし、事業

資産を調達し、丙を通じて、本件事業の収支を管理していたと認められるから、原告は

自己の計算においてⅰの事業を経営し、その収益ないし対価を享受しているのであっっ

て、ⅰの事業による収益ないし対価の帰属先は、原告であると判断される。 

（３）ア これに対し、原告は、本件事業を創業し、本件事業の最終的な意思決定の権限を有し

ているのは乙であり、ⅰの取引も乙の人脈によって獲得したものであり、その他にも事

業に関与しているとして、ⅰを経営している者は、乙である旨の主張をするので、以下

検討する。 

イ（ア）原告は、従業員の単価の決定及びその割り振りや采配を行っていたのは乙であ

る旨主張する。しかしながら、証拠（証人乙４頁）によれば、乙は、仕事の手配や

従業員の振り分け等については、創業当初は基本的にＫないしＬに決めてもらって

いたと認められ、その後のⅰの取引についても、前記認定事実（１）イ、ウによれ

ば、ｊとの関係では、当初は乙がｊにおける会議に参加し、業務に関する連絡も乙
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にされていたものの、その後、原告やその他の従業員がこの会議に参加するように

なり、業務に関する連絡も原告にもされるようになっていること、Ｅとの関係では、

専ら原告がやりとり行っていたこと、乙は助勤取引の実態については把握していな

いことなどがそれぞれ認められることからすると、乙がⅰ全体の業務内容や状況を

具体的に把握していたものとはいい難く、乙が従業員の割り振りや具体的な采配を

していたものとは認められない。 

（イ）原告は、乙が采配を行っていたことを裏付ける資料としてノート（甲３４の１、

３４の２）を提出するが、このノートの記載内容については、日付、工事名及び従

業員名が記載されているものの（前記認定事実（２）ア（ア））、業務の具体的内容

やその進捗状況についての記載はなく、乙がⅰの従業員の采配を行っていたことを

基礎づけるに足りるものとはいえない。また、このノートは、その記載内容に照ら

しても、かつ、実際に行われたとされる予定表（甲３３の１、２）の予定を網羅し

ているものとは認められないことからすると、このノートが乙の個人的な日記ない

し備忘録としての機能を超えて、勤怠管理のもとの資料足り得るものとは言い難い。 

（ウ）したがって、乙が采配していたとの原告の主張は採用しない。 

ウ（ア）原告は、ⅰの主たる取引先との交渉や営業活動を行っていたのは乙であった旨

主張する。しかしながら、前記認定事実（１）イ（ア）、（イ）によれば、ⅰは、ｊ

との関係では、ｊから送られた請求書どおりの請求を行い、単価等について何らの

交渉をしていなかったこと、Ｅとの関係でも、Ｌが仲介者として伝達したとおりの

事業を行っていたことなどがそれぞれ認められるのであり、他に、乙がⅰの代表と

して交渉や営業活動をしていたことを認めるに足りる事実はない。 

（イ）この点につき、Ｒは、ｊが仕事の関係で連絡をしていたのは専ら乙である趣旨の

陳述（甲１７）をし、Ｓは、請求書等の書類に関するやり取りをしていたのは乙で

ある旨の陳述（甲１８）をする。しかしながら、Ｒの上記陳述は、同人がⅰと直接

連絡をとっていたのではなかったことに加え、ｊが原告に連絡を取っていたとする

証人Ｑの証言と整合しないことからすれば、これを採用できない。また、Ｓの陳述

についても、請求書に関する事務は専ら丙が行っていたとする乙や丙の陳述（甲６

２、６３）とも整合的であるとはいい難く、これを採用することはできない。 

（ウ）したがって、乙が営業活動を行っていたとする主張は採用しない。 

エ 原告は、助勤取引については原告が窓口になることもあったとし、これを行ってい

たのは原告だけではなかった旨主張する。しかしながら、乙は、証人尋問において、助

勤のことがよく分からないと証言（証人乙２２頁）していることからしても、乙が助勤

取引について十分に理解をしているかについても疑問があり、乙が何らかの関与をして

いたとしても、助勤取引については、基本的には専ら原告が担当していたものと認めら

れ、原告の上記主張は採用しない。 

オ 原告は、現場仕事についても原告だけが責任者の地位にあったわけではない旨主張

をする。確かに、証拠（甲３３の１、３３の２）によれば、原告が出ていない現場もあ

り、全ての案件について原告が現場の責任者であったものとは認められない。しかしな

がら、前記認定事実（１）ウ（イ）によれば、ⅰにかつて勤務し、多年にわたってⅰの

仕事に携わってきたＷは、現場に関する指示は原告が頭のように行っていたと陳述（甲
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２５）していることからしても、原告が、ⅰの現場仕事について、中心となっていたも

のと認められ、これに反する上記主張は採用しない。 

カ 原告は、丙が、乙の指示を受け、丙が開設した本件各口座を管理・利用し、本件事

業による収益を管理していたのであり、本件各口座に振り込まれた金銭については、乙

のものとして、その一部を丙、乙及び丁の口座に振り込んで管理していた旨主張する。

しかしながら、前記認定事実（５）ア（イ）によれば、丙は、原告に相談することなく、

本件事業の収益を丙、乙及び丁の口座に振込んでいるが、これについては乙も把握をし

ていないというのであるから、原告の上記主張は採用しない。 

キ 以上によれば、確かに、ｊの社員や、取引先に乙をⅰの代表者であると認識してい

る旨の陳述をする者がいるが、それは、ⅰが乙の人脈から発注を受けて始まったもので

あり、乙が窓口であったため、そのように述べているにすぎないといえるし、原告の主

張する本件事業への関与は、いずれも本件事業を代表して行った行為ではなく、助言や

手助けの域を超えるものではないから、原告の上記主張により、上記（２）の判断を左

右されない。 

３ 争点（２）（「隠ぺい」又は「仮装」の行為の有無）について 

（１）前記認定事実に加え、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア 経理担当者 

丙は、平成１８年１０月頃まで、他社でのパート従業員としての勤務と並行して、ⅰの

経理事務を担当する程度であり、経理や税務に関する知識はなかった。（甲６３） 

イ 丙のＩへの相談 

（ア）Ｉの概要等 

Ｉは、税金の法制に関する改革の運動をするとともに、税金の納付等に関する相談を

受ける団体であり、会員数が８００人程であった。Ｉでは、毎年２月から３月にかけて、

確定申告書の作成を行うための確定申告計算会（以下「計算会」という。）を実施して

おり、４人程度の調査担当職員が午前、午後１時間ないし２時間程度の時間枠を設け、

数日にわたって、確定申告書の作成についての相談を受けていた。（甲１４、６０、証

人Ｊ１、２頁） 

計算会には、前年の確定申告書の控えや消費税申告書の控え、印鑑のほか、源泉徴収

票（年金・給与）や社会保険等の各種証明書等が必要とされていた。（甲１３、５９、

証人丙１４頁） 

（イ）ⅰの確定申告書の作成 

丙は、ⅰが事業を行い、収益を上げている以上、確定申告をしなければいけないと考

えたことから、原告の名義でⅰの事業に係る確定申告を行うこととし、ⅰとして事業を

開始した頃である平成１１年頃からｄに相談をし、平成１３年頃からは、同会の紹介を

受け、確定申告書の作成のため、Ｉに入会した。（甲６３、証人丙１１、１３、２９

頁） 

丙は、Ｉでは、Ｉの職員からⅰの１年間の売上げ等を確認されるため、メモに売上金

額を記載し、口頭ないしメモを渡す方法によってＩの職員に売上金を伝えた。このメモ

については、１円単位まで記載したものもあった一方、端数を記載していなかったこと

もあった。Ｉの職員は、この数字に基づき、確定申告書を作成しており、丙は、確定申
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告書に原告の住所・氏名を記載し、押印をするだけであった。丙は、金銭出納帳等を計

算会に持参していたこともあったが、Ｉの職員からこれらの資料の提出を求められるこ

とも一切なかったため、これらをＩに提出するなどして、これらの資料に基づいてⅰの

確定申告書が作成されることはなかった。（甲１３、１５、証人Ｊ４、５頁、証人丙１

４ないし１６、２８、３０、３６頁） 

（ウ）ⅰの確定申告の状況 

ⅰは、平成１９年分の所得金額を４５０万円、平成２０年分及び平成２１年分の所得

金額をいずれも５００万円、平成２２年分の所得金額を６００万１２１７円、平成２３

年分の所得金額を５７９万９８００円、平成２４年分の所得金額を５５０万円、平成２

５年分の所得金額を３９５万２６１１円として、確定申告を行った。（甲１の１１の１、

甲１の１２の１、甲１の１３の１、甲１の１４の１、甲１の１５の１、甲１の１６の１、

甲１の１７の１） 

ウ 調査について 

丙は、平成２６年１０月１７日の松阪税務署の税務調査では、ⅰの事業の経理を行うに

当たって帳簿や集計表は作成していないと供述し、集計ノートの存在が明らかになった

後も、平成２７年６月１１日の異議調査では、調査担当職員から、この集計ノートにつ

いて、何のために作成しているかの説明を求められてもこれに応じなかった。（乙７２、

７５） 

ⅰは、税務調査を受け、松阪税務署から収支内訳書の提出を求められたため、Ｊに依頼

し、請求書、領収書等を預かり、平成２３年から平成２５年の収支内訳書を作成し、松

阪税務署に提出した。（甲３８、６１、乙８９） 

（２）ア 上記認定に基づいて、丙による経理事務の行為につき、原告が責任を負うか検討する。 

（ア）納税者が、その国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部

又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税

申告書を提出していたときは、その納税者に対して重加算税を課することとされてい

る（通則法６８条１項）。この重加算税の制度は、納税者が過少申告をするについて

隠ぺい、仮装という不正手段を用いていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政上

の制裁を科することによって、悪質な納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税

制度による適正な徴税の実現を確保しようとするものである（最高裁平成●●年（○

○）第●●号同７年４月２８日第二小法廷判決・民集４９巻４号１１９３頁参照。以

下「最高裁平成７年判決」という。）。このように重加算税が行政上の制裁であること

からすると、納税者本人に重加算税が成立するのは、納税者本人が確定申告を行った

場合に限定されず、納税者本人と納税申告を行った第三者の関係、納税者の認識及び

認識可能性等に照らして、第三者の行為を納税者の行為と同視することができる場合

には、第三者が「隠ぺい」し又は「仮装」の行為をしたときにも、当該納税者本人に

対して重加算税が成立するものと解する。 

（イ）これを本件について見ると、ⅰは、親族である原告、乙、丙及び戊がそれぞれ本

件事業に従事し、株式会社化後には、各人が同社の株式を取得し、取締役の地位に就

任しており、実質的に利益を共通にする同族の事業であり、また、丙は、ⅰの創業当

初から、原告の本件各口座を利用して本件事業の資金を管理し、ⅰの税金の申告を含
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めた経理事務を担当しており、原告は、納税に関する申告書の作成に当たっては、丙

に指示されたとおり署名したことが認められる。 

したがって、原告は、丙に納税申告を全面的に任せていたものと評価することがで

き、丙による納税申告は、原告による納税申告と同視することができる。 

（ウ）この点につき、原告は、原告名義で確定申告をされていたことすら把握していな

かった旨陳述（甲６４）及び供述（原告本人５頁）する。しかしながら、それは、原

告が本件事業の経理を丙に任せきりにし、具体的内容を了解していなかったというに

すぎず、上記（イ）のとおり、丙がⅰの業務として納税手続を含めた経理業務を担っ

ていたことは知っていたと認められるから、原告の上記供述によっても、上記（イ）

の判断は変わらない。 

イ 「隠ぺい」又は「仮装」行為の有無 

（ア）重加算税を課するためには、過少申告行為そのものとは別に、隠ぺい、仮装と評

価すべき行為が存在し、これに合わせた過少申告がされたことを要するが、上記の重

加算税制度の趣旨に鑑みれば、架空名義の利用や資料の隠匿等の積極的な行為が存在

したことまで必要であると解するのは相当でなく、納税者が、当初から所得を過少に

申告することを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、そ

の意図に基づく過少申告をしたような場合には、重加算税の上記賦課要件が満たされ

るものと解すべきである（最高裁平成７年判決）。 

（イ）前記前提事実（２）ア（ア）及び前記認定事実（５）ウ（ウ）ｃによれば、集計

ノートには、丙の収支の差額として、平成１９年度が２４０４万３３１４円、平成２

０年度が３０９７万１２６２円、平成２１年度が１９８２万５８４６円、平成２１年

が１９８２万５８４６円、平成２２年度が４０９６万９２６２円、平成２３年度が２

９５０万５６３７円、平成２４年度が３７９４万９５７４円、平成２５年度が１１８

９万０９１６円であると記載されているところ、丙がⅰの所得として申告をしていた

のは、平成１９年分が４５０万円、平成２０年分及び平成２１年分が５００万円、平

成２２年分が６００万１２１７円、平成２３年分が５７９万９８００円、平成２４年

分が５５０万円、平成２５年が３９５万２６１１円であることが認められ、丙は、集

計ノートを作成し、ⅰの所得金額を把握していながら、少なくとも平成１９年から平

成２５年の７年にわたって、その所得金額に比して少額の所得金額を記載した申告書

を提出し続けたことが認められる。それのみならず、丙は、確定申告後の税務申告に

おいて、当初集計ノート等の資料が存在するにもかかわらず、帳簿等は作成していな

い旨の虚偽の供述をし、ⅰの事業の収益を乙、丙及び丁名義の口座に入金するなどし

て分散させたことについては、その必要性を合理的に説明できていないことが認めら

れる。 

（ウ）これらによれば、丙には当初から所得を過少に申告することを意図し、その意図

を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、その意図に基づく過少申告をしたも

のといえるから、重加算税の賦課要件を満たす。 

（エ）これに対し、原告は、丙が、経理や税務に関する知識が全くない状況において、

税金の専門家であると信頼していたＩの職員の質問に正直に答え、本件事業の確定申

告書を作成してもらっていたこと、丙が税務調査において集計ノート等を提出しなか
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ったのは、集計ノートが不完全なもので取るに足りないと考えていたからこそ提出し

なかったのであり、税務調査に対しては協力をしていたことなどを主張し、丙には、

所得を過少に申告する意図はなかったし、このような意図を外部からうかがい得る特

段の行為も存在しない旨の主張をする。 

確かに、前記認定事実（５）ウ（ウ）及び前記（１）アで認定した事実によれば、

丙は、経理業務について指導を受けたことはなく、集計ノートには、ⅰの事業資産に

ついての減価償却等が記載されていないといった不十分な点があるが、他方で、集計

ノートは、丙が請求金額や従業員の給与の管理をする目的で作成したもので、勘定科

目毎に１年間の収支が概ね網羅的に整理され、ⅰの経理の状況を示す資料として相応

の精度を有していることが認められ、丙としては、少なくとも、申告額が実際の収益

と大きな開きがあることは、容易に認識することができたといえる。そうすると、丙

が専門家として依頼していたＩと相談して作成していたことを考慮しても、本件各申

告を行うに当たって所得金額が過少であることは知っており、過少申告をしたと優に

認められる。また、前記（１）ウで認定した事実によれば、ⅰは、松阪税務署からの

求めに応じて、平成２３年ないし平成２５年の収支内訳書を作成した上で提出してい

るが、集計ノート等の会計資料の存在については秘匿しており、丙に、会計資料を隠

ぺいしようとする意図があったものと認められる。 

したがって、原告の上記主張は採用できない。 

４ 争点（３）（「偽りその他不正の行為」の有無）について 

（１）通則法７０条は、国税の更正、決定等の期間制限を定め、令和２年法律第８号による改正

前の同条４項は、「偽りその他不正の行為」による場合には、更正、決定等の除斥期間を７

年と定め、それ以外の場合よりも長い除斥期間を定めているが、その趣旨は、「偽りその他

不正の行為」による脱税事案については、長い除斥期間を定め、課税の適正を図ることを意

図したものである。このような同項の文理及び趣旨に鑑みれば、同項にいう「偽りその他不

正の行為」とは、税額を免れる意図の下に、税の賦課徴収を不能又は著しく困難にするよう

な何らかの偽計その他の工作を伴う不正な行為を行っているものをいうと解するのが相当で

ある。そして、「偽りその他不正の行為」は、その行為の態様が課税標準等又は税額等の計

算の基礎となるべき事実の隠ぺい又は仮装という態様に限定されないことからすると、「隠

ぺい」又は「仮装」（同法６８条１項、２項）を包摂し、それよりも外延の広いものである

と解される。 

（２）そして、前記３のとおり、本件における確定申告は、重加算税の賦課要件である「隠ぺ

い」又は「仮装」に当たるから、通則法７０条４項の「偽りその他不正の行為」に該当する。 

５ 以上に述べたところによれば、本件各処分は、別紙１「所得税に係る本件各更正処分の根拠

及び適法性」及び別紙２「本件各賦課決定処分の根拠及び適法性」のとおり、いずれも適法な

ものと認められる。 

第４ 結論 

以上によれば、原告の請求にはいずれも理由がないから、これらを棄却することとして、主

文のとおり判決する。 

津地方裁判所民事部 
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裁判長裁判官 鈴木 幸男 

裁判官 石川 真紀子 

裁判官 志摩 祐介 
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別紙１ 

本件各更正処分の根拠及び適法性 

１ 本件各年分の所得税又は所得税等の更正処分の根拠について 

被告が、本訴において主張する原告の本件各年分の所得税又は所得税等に係る所得金額及び

納付すべき税額は次のとおりである。 

（１）平成１９年分の所得税 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」①欄） ２７３７万０１８９円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 

（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表４の「被告主張額」①Ａ欄） 

８９２３万９４２０円 

（イ）本件事業に係る必要経費（別紙３の別表４の「被告主張額」①Ｂ欄） 

６１８６万９２３１円 

上記金額は、別紙３の別表５の「②被告主張額」欄の「Ｂ 必要経費合計（１～

５）」欄の金額である。なお、別紙３の別表５の「２ 給与」欄、「４ 減価償却費」欄、

「ｅ 租税公課」欄及び「ｕ 雑費」欄の各欄に係る「①更正処分額」欄と「②被告主

張額」欄の金額が相違する理由等については、以下のとおりである。 

ａ 「２ 給与」について 

給与の金額について、丙が作成した帳簿書類等を改めて確認した結果、別紙３の別

表６の「Ｍ」及び「アルバイトほか」について、集計漏れがあったため、当該金額を

含めて給与の額を集計したところ、別紙３の別表６の「②被告主張額」欄のとおりと

なったため、平成１９年分更正処分において給与の額として認定した金額３４２５万

０１２５円（別紙３の別表５の「①更正処分額」欄の「２ 給与」欄の金額）に、別

紙３の別表６の「③差引金額（②－①）」欄の各金額の合計１６万円を追加して、被

告主張額３４４１万０１２５円（別紙３の別表５の「②被告主張額」欄の「２ 給

与」欄の金額）を算出した。 

ｂ 「４ 減価償却費」について 

減価償却費の金額について、改めて減価償却費の計算等を確認したところ、別紙３

の別表７の「①更正処分額」欄の金額に誤りがあり、以下のとおり、被告主張額を再

計算したところ、別紙３の別表７の「②被告主張額」欄の「減価償却費の額」欄のと

おりとなったため、平成１９年分更正処分において減価償却費の額として認定した金

額３６万６５３９円（別紙３の別表５の「①更正処分額」欄の「４ 減価償却費」欄

の金額）に、別紙３の別表７の「③差引金額（②－①）」欄の金額４０万９６３４円

を追加して、被告主張額７７万６１７３円（別紙３の別表５の「②被告主張額」欄の

「４ 減価償却費」欄の金額）を算出した。 

別紙３の別表７の「②被告主張額」欄の金額の根拠は、下記（ａ）ないし（ｃ）の

とおりである。 

（ａ）順号１の減価償却資産に係る減価償却費 

順号１の減価償却資産は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（以下「耐用

年数省令」という。）別表第１の「車両及び運搬具」のうち「前掲のもの以外のも
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の」のうち、「自動車（二輪又は三輪自動車を除く。）」の「小型車（総排気量が０．

６６リットル以下のものをいう。）」に該当し、その耐用年数は、同別表より、５年

ではなく４年となる。 

そして、当該資産は、原告が平成１９年１月に取得したものであるところ、当該

資産に係る償却率は、耐用年数省令別表第７の「旧定額法の償却率」に掲げる耐用

年数４年の償却率「０．２５０」となる。 

したがって、当該資産の減価償却費は、当該資産の取得価額と償却率「０．２５

０」を用いて、所得税法施行令１２０条１項１号イ（１）に掲げる旧定額法（以下

同じ。）により算出した金額７万８１７３円となる。 

（ｂ）順号２及び順号３の減価償却資産の減価償却費 

順号２及び順号３に掲げる減価償却資産は、いずれも、耐用年数省令別表第１の

「車両及び運搬具」の「前掲のもの以外のもの」のうち、「自動車（二輪又は三輪

自動車を除く。）」の「貨物自動車」の「その他のもの」の「その他のもの」に該当

し、その耐用年数は、同別表より、５年となる。 

しかしながら、これらの資産は、原告が取得した平成１９年３月の時点で、既に

耐用年数５年を経過した中古資産であることから、これらの資産の耐用年数は、耐

用年数省令３条１項２号イ及び同号柱書きに基づき算定した２年となる。 

そして、これらの資産は、原告が平成１９年３月に取得したものであるところ、

当該資産に係る償却率は、耐用年数省令別表第７の「旧定額法の償却率」に掲げる

耐用年数２年の償却率「０．５００」となる。 

したがって、これらの資産の減価償却費は、これらの資産の取得価額と償却率

「０．５００」を用いて、旧定額法により算出した金額（順号２の減価償却資産に

ついては３１万８７５０円、順号３の減価償却資産については３３万７５００円）

となる。 

（ｃ）順号４の減価償却資産に係る減価償却費 

順号４の減価償却資産は、耐用年数省令別表第１の「車両及び運搬具」のうち

「前掲のもの以外のもの」のうち、「自動車（二輪又は三輪自動車を除く。）」の

「その他のもの」の「その他のもの」に該当し、その耐用年数は、同別表より、６

年となる。 

そして、当該資産は、原告が平成１９年１０月に取得したもので、平成１９年４

月１日以後に取得したものに該当するから、当該資産に係る償却率は、「０．１６

６」ではなく、耐用年数省令別表第８の「償却率」に掲げる耐用年数６年の償却率

「０．１６７」となる。 

したがって、当該資産の減価償却費は、当該資産の取得価額と償却率「０．１６

７」を用いて、所得税法施行令１２０条の２第１項１号に規定する定額法により算

出した金額４万１７５０円となる。 

ｃ 「ｅ 租税公課」について 

税込経理方式を適用している個人事業者については、消費税等の確定申告書に記載

された税額を、確定申告書が提出された日の属する年の必要経費に算入すべきところ、

平成１９年分更正処分において、租税公課の額として認定した２４２万３３７０円
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（別紙３の別表５の「①更正処分額」欄の「ｅ 租税公課」欄の金額）の内、消費税

等の額として認定した金額２２８万３５００円（別紙３の別表８「①更正処分額」欄

の「合計」欄の金額）には、平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの

課税期間分に係る消費税等の額である５８万３５００円を超える金額１７０万円（別

紙３の別表８の「③差引金額（②－①）」欄の「合計」欄の金額）が含まれていたた

め、当該金額を除いて、租税公課に係る被告主張額７２万３３７０円（別紙３の別表

５の「②被告主張額」欄の「ｅ 租税公課」欄の金額）を算出した。 

ｄ 「ｕ 雑費」について 

Ｆに対する売上金額と同社から本件口座１に振り込まれた金額との差額２６２５円

（別紙３の別表９の「差引金額」欄の「合計」欄の金額）は、原告が負担した手数料

であり、事業所得の金額の計算上必要経費に算入されるべきものであるところ、平成

１９年分の更正処分において、雑費の額として認定した３００万６５６５円（別紙３

の別表５「①更正処分額」欄の「ｕ 雑費」欄の金額）には当該金額が含まれていな

いことから、当該金額を含めて被告主張額３００万９１９０円（同表「②被告主張

額」欄の「ｕ 雑費」欄の金額）を算出した。 

イ 総所得金額 ２７３７万０１８９円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額である。 

ウ 所得控除額（別紙３の別表４の「被告主張額」③欄） １３６万８５７６円 

上記金額は、下記（ア）ないし（カ）の各金額を合計して算出した金額である。 

（ア）社会保険料控除の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」④欄） １６万４４６０円 

上記金額は、原告が平成１９年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の

金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成１９年分の所得税の確定申告書に記載された社会保険

料控除の金額と同額である。 

（イ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑤欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成１９年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）の規定により算出した生命保険料控

除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成１９年分の所得税の確定申告書に記載された生命保険

料控除の金額と同額である。 

（ウ）地震保険料控除の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑥欄） １万４１１６円 

上記金額は、原告が平成１９年中に支払った地震保険料の額について、所得税法７７

条の規定により算出した地震保険料控除の金額である。 

（エ）配偶者控除の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑦欄） ３８万円 

上記金額は、戊を控除対象配偶者として、所得税法８３条に規定する配偶者控除を適

用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成１９年分の所得税の確定申告書に記載された配偶者控

除の金額と同額である。 

（オ）扶養控除の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑧欄） ３８万円 

上記金額は、原告の子であるｈ（以下「子ｈ」という。）を控除対象扶養親族として、
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所得税法８４条（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）に規定する扶養控除を

適用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成１９年分の所得税の確定申告書に記載された扶養控除

の金額と同額である。 

（カ）基礎控除の金額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑨欄） ３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

エ 課税総所得金額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑩欄） ２６００万１０００円 

上記金額は、上記イの総所得金額２７３７万０１８９円から上記ウの所得控除額１３６

万８５７６円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０

００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑪欄） 

７６０万４４００円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額２６００万１０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

カ 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑫欄） １２万７４００円 

上記金額は、原告が平成１９年分の確定申告書に記載した住宅借入金等特別控除額とし

た１２万７４１５円につき、租税特別措置法（以下「措置法」という。）４１条２項の規

定により、１００円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

キ 納付すべき税額（別紙３の別表４の「被告主張額」⑮欄） ７４７万７０００円 

上記金額は、上記オの課税総所得金額に対する税額７６０万４４００円から上記カの住

宅借入金等特別控除の額１２万７４００円を控除した金額（ただし、通則法１１９条１

項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

（２）平成２０年分の所得税 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「事業所得の金額（Ａ－

Ｂ）」①欄） ２９８９万８７３７円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 

（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「Ａ 総収入

金額」欄） １億１２１９万１２０１円 

（イ）本件事業に係る必要経費（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「Ｂ 必要経費

の金額」欄） ８２２９万２４６４円 

イ 総所得金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「総所得金額（①＋②＋③）」④

欄） ２９８９万８７３７円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額である。 

ウ 所得控除額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「所得金額から差し引かれる金

額（⑥～⑫）」⑤欄） ２０２万１３７６円 

上記金額は、下記（ア）ないし（カ）の各金額を合計して算出した金額である。 

（ア）社会保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「社会保険料控

除」⑦欄） ８１万７２６０円 

上記金額は、原告が平成２０年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の

金額である。 
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なお、上記金額は、原告の平成２０年分の所得税の確定申告書に記載された社会保険

料控除の金額と同額である。 

（イ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「生命保険料控

除」⑧欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成２０年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）の規定により算出した生命保険料控

除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２０年分の所得税の確定申告書に記載された生命保険

料控除の金額と同額である。 

（ウ）地震保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「地震保険料控

除」⑨欄） １万４１１６円 

上記金額は、原告が平成２０年中に支払った地震保険料の額について、所得税法７７

条の規定により算出した地震保険料控除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２０年分の所得税の確定申告書に記載された地震保険

料控除の金額と同額である。 

（エ）配偶者控除の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「配偶者控除」⑩欄） 

３８万円 

上記金額は、戊を控除対象配偶者として、所得税法８３条に規定する配偶者控除を適

用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２０年分の所得税の確定申告書に記載された配偶者控

除の金額と同額である。 

（オ）扶養控除の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「扶養控除」⑪欄） 

３８万円 

上記金額は、子ｈを控除対象扶養親族として、所得税法８４条（平成２２年法律第６

号による改正前のもの。）に規定する扶養控除を適用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２０年分の所得税の確定申告書に記載された扶養控除

の金額と同額である。 

（カ）基礎控除の金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「基礎控除」⑫欄） 

３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

エ 課税総所得金額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「課税総所得金額（④－⑤）

（１，０００円未満切捨て）」⑬欄） ２７８７万７０００円 

上記金額は、上記イの総所得金額２９８９万８７３７円から上記ウの所得控除額２０２

万１３７６円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０

００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「算出税額」

⑭欄） ８３５万４８００円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額２７８７万７０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

カ 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄「住宅借入金等特
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別控除」⑮欄） １２万１７００円 

上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書に記載した住宅借入金等特別控

除額とした１２万１７１８円につき、措置法４１条２項の規定により、１００円未満の

端数を切り捨てた後の金額である。 

キ 納付すべき税額（別紙３の別表３の「平成２０年分」欄の「納付すべき税額（⑱－

⑲）」⑳欄） ８２３万３１００円 

上記金額は、上記オの課税総所得金額に対する税額８３５万４８００円から上記カの住

宅借入金等特別控除の額１２万１７００円を控除した金額（ただし、通則法１１９条１

項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

（３）平成２１年分の所得税 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「事業所得（Ａ－Ｂ）①

欄） ２６１８万３８４０円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 

（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「Ａ 総収入

金額」欄） １億１４６２万８２５８円 

（イ）本件事業に係る必要経費の額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「Ｂ 必要

経費の金額」欄） ８８４４万４４１８円 

イ 総所得金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「総所得金額（①＋②＋③）」④

欄） ２６１８万３８４０円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額である。 

ウ 所得控除額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「所得金額から差し引かれる金

額（⑥～⑫）」⑤欄） １９１万２８１６円 

上記金額は、下記（ア）ないし（カ）の各金額を合計して算出した金額である。 

（ア）社会保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「社会保険料控

除」⑦欄） ７０万８７００円 

上記金額は、平成２１年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の金額で

ある。 

なお、上記金額は、原告の平成２１年分の所得税の確定申告書に記載された社会保険

料控除の額と同額である。 

（イ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「生命保険料控

除」⑧欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成２１年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）の規定により算出した生命保険料控

除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２１年分の所得税の確定申告書に記載された生命保険

料控除の金額と同額である。 

（ウ）地震保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「地震保険料控

除」⑨欄） １万４１１６円 

上記金額は、原告が平成２１年中に支払った地震保険料の額について、所得税法７７

条の規定により算出した地震保険料控除の金額である。 
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なお、上記金額は、原告の平成２１年分の所得税の確定申告書に記載された地震保険

料控除の金額と同額である。 

（エ）配偶者控除の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「配偶者控除」⑩欄） 

３８万円 

上記金額は、戊を控除対象配偶者として、所得税法８３条に規定する配偶者控除を適

用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２１年分の所得税の確定申告書に記載された配偶者控

除の金額と同額である。 

（オ）扶養控除の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「扶養控除」⑪欄） 

３８万円 

上記金額は、子ｈを控除対象扶養親族として、所得税法８４条（平成２２年法律第６

号による改正前のもの。）に規定する扶養控除を適用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２１年分の所得税の確定申告書に記載された扶養控除

の金額と同額である。 

（カ）基礎控除の金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「基礎控除」⑫欄） 

３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

エ 課税総所得金額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「課税総所得金額（④－⑤）

（１，０００円未満切捨て）」⑬欄 ２４２７万１０００円 

上記金額は、上記イの総所得金額２６１８万３８４０円から上記ウの所得控除額１９１

万２８１６円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０

００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「算出税額」

⑭欄） ６９１万２４００円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額２４２７万１０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

カ 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「住宅借入金等

特別控除」⑮欄） １１万５８００円 

上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書に記載した住宅借入金等特別控

除額１１万５８０９円につき、措置法４１条２項の規定により、１００円未満の端数を

切り捨てた後の金額である。 

キ 納付すべき税額（別紙３の別表３の「平成２１年分」欄の「納付すべき税額」⑳欄） 

６７９万６６００円 

上記金額は、上記オの課税総所得金額に対する税額６９１万２４００円から上記カの住

宅借入金等特別控除の額１１万５８００円を控除した金額（ただし、通則法１１９条１

項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

（４）平成２２年分の所得税 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「事業所得の金額（Ａ－

Ｂ）」①欄） ４５１３万２４８４円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 
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（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「Ａ 総収入

金額」欄） １億５５２２万１６２４円 

（イ）本件事業に係る必要経費（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「Ｂ 必要経費

の金額」欄） １億１００８万９１４０円 

イ 総所得金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「総所得金額（①＋②＋③）」④

欄） ４５１３万２４８４円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額である。 

ウ 所得控除額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「所得金額から差し引かれる金

額（⑥～⑫）」⑤欄） ２０７万０１１０円 

上記金額は、下記（ア）ないし（カ）の各金額を合計した金額である。 

（ア）社会保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「社会保険料控

除」⑦欄） ８６万１７２０円 

上記金額は、原告が平成２２年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の

金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２２年分の所得税の確定申告書に記載された社会保険

料控除の金額と同額である。 

（イ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「生命保険料控

除」⑧欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成２２年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）の規定により算出した生命保険料控

除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２２年分の所得税の確定申告書に記載された生命保険

料控除の金額と同額である。 

（ウ）地震保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「地震保険料控

除」⑨欄） １万８３９０円 

上記金額は、原告が平成２２年中に支払った地震保険料の額について、所得税法７７

条の規定により算出した地震保険料控除の金額である。 

（エ）配偶者控除の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「配偶者控除」⑩欄） 

３８万円 

上記金額は、戊を控除対象配偶者として、所得税法８３条に規定する配偶者控除を適

用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２２年分の所得税の確定申告書に記載された配偶者控

除の金額と同額である。 

（オ）扶養控除の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「扶養控除」⑪欄） 

３８万円 

上記金額は、子ｈを控除対象扶養親族として、所得税法８４条（平成２２年法律第６

号による改正前のもの。）に規定する扶養控除を適用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２２年分の所得税の確定申告書に記載された扶養控除

の金額と同額である。 

（カ）基礎控除の金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「基礎控除」⑫欄） 
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３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

エ 課税総所得金額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「課税総所得金額（④－⑤）

（１０００円未満切捨て）」⑬欄） ４３０６万２０００円 

上記金額は、上記イの総所得金額４５１３万２４８４円から上記ウの所得控除額２０７

万０１１０円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０

００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「算出税額」

⑭欄） １４４２万８８００円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額４３０６万２０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

カ 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「住宅借入金等

特別控除」⑮欄） ０円 

原告が、平成２２年分の所得税の確定申告書に記載した住宅借入金等特別控除額１０万

９６８１円につき、原告の平成２２年分の合計所得金額（上記イ参照）が３０００万円

を超えるため、措置法４１条１項の規定により、同控除の適用はない。 

キ 納付すべき税額（別紙３の別表３の「平成２２年分」欄の「納付すべき税額」⑳欄） 

１４４２万８８００円 

上記金額は、上記オの課税総所得金額に対する税額１４４２万８８００円から上記カの

住宅借入金等特別控除の額０円を控除した金額である。 

（５）平成２３年分の所得税 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「事業所得の金額（Ａ－

Ｂ）」①欄） ４８９９万２３７３円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 

（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「Ａ 総収入

金額」欄） １億４４１７万５２８７円 

（イ）本件事業に係る必要経費（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「Ｂ 必要経費

の金額」欄） ９５１８万２９１４円 

イ 総所得金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「総所得金額（①＋②＋③）」④

欄） ４８９９万２３７３円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額である。 

ウ 所得控除額（別紙３の別表３の「平成２３年」欄の「所得金額から差し引かれる金額

（⑥～⑫）」⑤欄） １４４万６９００円 

上記金額は、下記（ア）ないし（エ）の各金額を合計して算出した金額である。 

（ア）社会保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「社会保険料控

除」⑦欄） ６３万６９００円 

上記金額は、原告が平成２３年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の

金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２３年分の所得税の確定申告書に記載された社会保険

料控除の金額と同額である。 
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（イ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「生命保険料控

除」⑧欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成２３年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条（平成２２年法律第６号による改正前のもの。）の規定により算出した生命保険料控

除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２３年分の所得税の確定申告書に記載された生命保険

料控除の金額と同額である。 

（ウ）配偶者控除の金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「配偶者控除」⑩欄） 

３８万円 

上記金額は、戊を控除対象配偶者として、所得税法８３条に規定する配偶者控除を適

用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２３年分の所得税の確定申告書に記載された配偶者控

除の金額と同額である。 

（エ）基礎控除の金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「基礎控除」⑫欄） 

３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

エ 課税総所得金額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「課税総所得金額（④－⑤）

（１，０００円未満切捨て）」⑬欄） ４７５４万５０００円 

上記金額は、上記イの総所得金額４８９９万２３７３円から上記ウの所得控除額１４４

万６９００円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０

００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「算出税額」

⑭欄） １６２２万２０００円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額４７５４万５０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

カ 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「住宅借入金等

特別控除」⑮欄） ０円 

原告が、平成２３年分の所得税の確定申告書に記載した住宅借入金等特別控除額１０万

３３００円につき、原告の平成２３年分の合計所得金額が３０００万円を超えることか

ら（上記イ参照）、措置法４１条１項の規定により、同控除の適用はない。 

キ 申告納税額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「申告納税額（⑯＋⑰）（１００

円未満切捨て）」⑱欄） １６２２万２０００円 

上記金額は、上記オの課税総所得金額に対する税額１６２２万２０００円から上記カの

住宅借入金等特別控除の額０円を控除して算出した金額である。 

ク 予定納税額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「予定納税額」⑲欄） 

１６万６４００円 

上記金額は、原告が納付した、所得税法１０４条に規定する予定納税の額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２３年分の所得税の確定申告書に記載された予定納税額

（第１期分・第２期分）の金額と同額である。 

ケ 納付すべき税額（別紙３の別表３の「平成２３年分」欄の「納付すべき税額」⑳欄」） 
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１６０５万５６００円 

上記金額は、上記キの申告納税額１６２２万２０００円から上記クの予定納税額１６万

６４００円を控除して算出した金額である。 

（６）平成２４年分の所得税 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「事業所得の金額（Ａ－

Ｂ）」①欄） ２９９８万６０４０円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 

（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「Ａ 総収入

金額」欄） １億１０１１万６５０７円 

（イ）本件事業に係る必要経費（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「Ｂ 必要経費

の金額」欄） ８０１３万０４６７円 

イ 総所得金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「総所得金額（①＋②＋③）」④

欄） ２９９８万６０４０円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額である。 

ウ 所得控除額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「所得金額から差し引かれる金

額（⑥～⑫）」⑤欄） １６０万９４７３円 

上記金額は、下記（ア）ないし（オ）の各金額を合計して算出した金額である。 

（ア）医療費控除の金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「医療費控除」⑥欄） 

６万９４７３円 

上記金額は、原告が平成２４年中に医療費として支払った金額につき、所得税法７３

条の規定により算出した医療費控除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２４年分の所得税の確定申告書に記載された医療費控

除の金額と同額である。 

（イ）社会保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「社会保険料控

除」⑦欄） ７３万円 

上記金額は、原告が平成２４年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の

金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２４年分の所得税の確定申告書に記載された社会保険

料控除の金額と同額である。 

（ウ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「生命保険料控

除」⑧欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成２４年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条の規定により算出した生命保険料控除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２４年分の所得税の確定申告書に記載された生命保険

料控除の金額と同額である。 

（エ）配偶者控除の金額（別紙３の別表３の「平成２４年」欄の「配偶者控除」⑩欄） 

３８万円 

上記金額は、戊を控除対象配偶者として、所得税法８３条に規定する配偶者控除を適

用した金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２４年分の所得税の確定申告書に記載された配偶者控
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除の金額と同額である。 

（オ）基礎控除の金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「基礎控除」⑫欄） 

３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

エ 課税総所得金額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「課税総所得金額（④－⑤）

（１，０００円未満切捨て）」⑬欄） ２８３７万６０００円 

上記金額は、上記イの総所得金額２９９８万６０４０円から上記ウの所得控除額１６０

万９４７３円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０

００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「算出税額」

⑭欄） ８５５万４４００円 

上記金額は、上記エの課税総所得金額２８３７万６０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

カ 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「住宅借入金等

特別控除」⑮欄） ９万６７００円 

上記金額は、原告が、平成２４年分の所得税の確定申告書に記載した住宅借入金等特別

控除額９万６７３４円につき、措置法４１条２項の規定により、１００円未満の端数を

切り捨てた後の金額である。 

キ 申告納税額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「申告納税額（⑯＋⑰）」⑱欄） 

８４５万７７００円 

上記金額は、上記オの課税総所得金額に対する税額８５５万４４００円から上記カの住

宅借入金等特別控除の額９万６７００円を控除した金額（ただし、通則法１１９条１項

の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

ク 予定納税額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「予定納税額」⑲欄） 

２２万６４００円 

上記金額は、原告が納付した、所得税法１０４条に規定する予定納税の額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２４年分の所得税の確定申告書に記載された予定納税額

（第１期分・第２期分）の金額と同額である。 

ケ 納付すべき税額（別紙３の別表３の「平成２４年分」欄の「納付すべき税額（⑱－

⑲）」⑳欄」） ８２３万１３００円 

上記金額は、上記キの申告納税額８４５万７７００円から上記クの予定納税額２２万６

４００円を控除して算出した金額である。 

（７）平成２５年分の所得税等 

ア 事業所得の金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「事業所得の金額（Ａ－

Ｂ）」①欄） １７８２万９４６２円 

上記金額は、下記（ア）の金額から下記（イ）の金額を控除して算出した金額である。 

（ア）本件事業に係る総収入金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「Ａ 総収入

金額」欄） ６２１２万５４６４円 

（イ）本件事業に係る必要経費の額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「Ｂ 必要

経費の金額」欄） ４４２９万６００２円 
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イ 不動産所得の金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「不動産所得の金額」②

欄） ４万１３００円 

上記金額は、原告の平成２５年分の不動産所得の金額である。 

上記金額は、原告の平成２５年分の所得税等の確定申告書に記載された不動産所得の金

額と同額である 

ウ 給与所得の金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「給与所得の金額」③欄） 

１９２万円 

上記金額は、株式会社ⅰから原告に対し支給された給与の収入金額３００万円につき、

所得税法２８条３項（平成２６年法律第１０号による改正前のもの。）の規定により計算

した給与所得控除額１０８万円を控除した金額である。 

上記金額は、原告の平成２５年分の所得税等の確定申告書に記載された給与所得の金額

と同額である。 

エ 総所得金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「総所得金額（①＋②＋③）」④

欄） １９７９万０７６２円 

上記金額は、上記アの事業所得の金額１７８２万９４６２円、上記イの不動産所得の金

額４万１３００円及び上記ウの給与所得の金額１９２万円を合計して算出した金額であ

る。 

オ 所得控除額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「所得金額から差し引かれる金

額（⑥～⑫）」⑤欄） １２５万円 

上記金額は、下記（ア）ないし（ウ）の各金額を合計して算出した金額である。 

（ア）社会保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「社会保険料控

除」⑦欄） ８２万円 

上記金額は、原告が平成２５年中に支払った所得税法７４条に規定する社会保険料の

金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２５年分の所得税等の確定申告書に記載された社会保

険料控除の金額と同額である。 

（イ）生命保険料控除の金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「生命保険料控

除」⑧欄） ５万円 

上記金額は、原告が平成２５年中に支払った生命保険料の額について、所得税法７６

条の規定により算出した生命保険料控除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２５年分の確定申告書に記載された生命保険料控除の

金額と同額である。 

（ウ）基礎控除の金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「基礎控除」⑫欄） 

３８万円 

上記金額は、所得税法８６条に規定する基礎控除の金額である。 

カ 課税総所得金額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「課税総所得金額（④－⑤）

（１０００円未満切捨て）⑬欄） １８５４万円 

上記金額は、上記エの総所得金額１９７９万０７６２円から上記オの所得控除額１２５

万円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未

満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 
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キ 課税総所得金額に対する税額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「算出税額」

⑭欄） ４６２万円 

上記金額は、上記カの課税総所得金額１８５４万円に所得税法８９条１項（平成２５年

法律第５号による改正前のもの）に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

ク 住宅借入金等特別控除の額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「住宅借入金等

特別控除」⑮欄） ４万４９００円 

上記金額は、措置法４１条の２の２第１項に規定する年末調整に係る住宅借入金等を有

する場合の所得税額の特別控除の金額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２５年分の所得税等の確定申告書に添付されている「平

成２５年分給与所得の源泉徴収票」に記載された住宅借入金等特別控除可能額である。 

ケ 差引所得税額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「差引所得税額（⑭－⑮）」⑯

欄） ４５７万５１００円 

上記金額は、上記キの課税総所得金額に対する税額４６２万円から上記クの住宅借入金

等特別控除の額４万４９００円を控除して算出した金額である。 

コ 復興特別所得税の額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「復興特別所得税額」

⑰欄） ９万６０７７円 

上記金額は、上記ケの差引所得税額４５７万５１００円に、東日本大震災からの復興の

ための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法（以下「復興財源確

保法」という。）１３条に規定する税率を乗じて算出した金額である。 

サ 申告納税額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「申告納税額」⑱欄） 

４６７万１１００円 

上記金額は、上記ケの差引所得税額４５７万５１００円に上記コの復興特別所得税の額

９万６０７７円を加算して算出した金額（ただし、復興財源確保法２４条２項の規定に

より１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

シ 予定納税額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「予定納税額」⑲欄） 

１７万２６００円 

上記金額は、原告が納付した、所得税法１０４条に規定する予定納税の額である。 

なお、上記金額は、原告の平成２５年分の所得税等の確定申告書に記載された予定納税

額（第１期分・第２期分）の金額と同額である。 

ス 納付すべき税額（別紙３の別表３の「平成２５年分」欄の「納付すべき税額（⑱－

⑲）」⑳欄」） ４４９万８５００円 

上記金額は、上記サの申告納税額４６７万１１００円から上記シの予定納税額１７万２

６００円を控除して算出した金額である。 

２ 本件各課税期間の消費税等に係る更正処分の根拠について 

被告が、本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等の課税標準額及び納付すべ

き税額は、次のとおりである。 

（１）平成２３年課税期間の消費税等 

ア 課税標準額（別紙３の別表１０の「平成２３年課税期間」欄の「課税標準額（Ｃ）」

欄） １億３７１８万８０００円 

上記金額は、本件事業に係る課税資産の譲渡等の対価の額１億３７１８万８９０２円に
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つき、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額 ５４８万７５２０円 

上記金額は、上記アの課税標準額１億３７１８万８０００円に消費税法２９条（平成２

４年法律第６８号による改正前のもの。）に規定する税率１００分の４を乗じて算出した

金額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別紙３の別表１１の「平成２３年課税期間」欄の「控除対象仕入

税額（Ｄ）」欄） ２５７万４５０８円 

上記金額は、本件事業に係る課税仕入れに係る支払対価の額６７５８万０８６１円につ

き、消費税法３０条１項（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。）の規定により

１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

なお、平成２３年課税期間の課税売上割合は、下記（ア）の金額１億３７１８万８９０

２円のうちに下記（イ）の金額１億３７１８万８９０２円の占める割合１００分の１０

０であり、１００分の９５以上であるため、課税仕入れに係る支払対価の額に係る消費

税額の全額が控除対象仕入税額となる。 

（ア）資産の譲渡等の対価の額の合計額 １億３７１８万８９０２円 

平成２３年課税期間中においては、消費税法６条１項の規定による非課税とされる資

産の譲渡等の取引はなかったことから、上記金額は、下記（イ）の課税資産の譲渡等の

対価の額と同額となる。 

（イ）課税資産の譲渡等の対価の額の合計額 １億３７１８万８９０２円 

上記金額は、本件事業に係る課税資産の譲渡等の対価の額である（別紙３の別表１０

の「平成２３年課税期間」欄の「課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（Ｂ）」欄）。 

エ 差引税額 ２９１万３０００円 

上記金額は、上記イの課税標準額に対する消費税額５４８万７５２０円から、上記ウの

控除対象仕入税額２５７万４５０８円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 中間納付税額 ５３万９０００円 

上記金額は、原告が、平成２３年課税期間中に納付した消費税の中間納付税額である。 

なお、当該金額は、原告の平成２３年課税期間の消費税等の確定申告書に記載された中

間納付税額と同額である。 

カ 納付すべき消費税額 ２３７万４０００円 

上記金額は、上記エの差引税額２９１万３０００円から上記オの中間納付税額５３万９

０００円を控除して算出した金額である。 

キ 地方消費税の課税標準となる消費税額 ２９１万３０００円 

上記金額は、上記エの差引税額２９１万３０００円である。 

ク 譲渡割額 ７２万８２００円 

上記金額は、上記キの地方消費税の課税標準となる消費税額２９１万３０００円に地方

税法７２条の８３（平成２４年法律第６９号による改正前のもの。）に規定する税率１０

０分の２５を乗じて算出した金額（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

ケ 中間納付譲渡割額 １３万４７００円 
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上記金額は、原告が平成２３年課税期間中に納付した中間納付譲渡割額である。 

なお、当該金額は、原告の平成２３年課税期間の消費税等の確定申告書に記載された中

間納付譲渡割額と同額である。 

コ 納付すべき地方消費税額 ５９万３５００円 

上記金額は、上記クの譲渡割額７２万８２００円から上記ケの中間納付譲渡割額１３万

４７００円を控除して算出した金額である。 

（２）平成２４年課税期間の消費税等 

ア 課税標準額（別紙３の別表１０の「平成２４年課税期間」欄の「課税標準額（Ｃ）」

欄） １億０４８２万２０００円 

上記金額は、本件事業に係る課税資産の譲渡等の対価の額１億０４８２万２１４０円に

つき、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額 ４１９万２８８０円 

上記金額は、上記アの課税標準額１億０４８２万２０００円に消費税法２９条（平成２

４年法律第６８号による改正前のもの。）に規定する税率１００分の４を乗じて算出した

金額である。 

ウ 控除対象仕入税額（別紙３の別表１１の「平成２４年課税期間」欄の「控除対象仕入

税額（Ｄ）欄） ２３１万０４５７円 

上記金額は、本件事業に係る課税仕入れに係る支払対価の額６０６４万９４９７円につ

き、消費税法３０条１項（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。）の規定により

１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

なお、平成２４年課税期間の課税売上割合は、下記（ア）の金額１億０４８２万２１４

０円のうちに下記（イ）の金額１億０４８２万２１４０円の占める割合１００分の１０

０であり、１００分の９５以上であるため、課税仕入れに係る支払対価の額に係る消費

税額の全額が控除対象仕入税額となる。 

（ア）資産の譲渡等の対価の額の合計額 １億０４８２万２１４０円 

平成２４年課税期間中においては、消費税法６条１項の規定による非課税とされる資

産の譲渡等の取引はなかったことから、上記金額は、下記（イ）の課税資産の譲渡等の

対価の額と同額となる。 

（イ）課税資産の譲渡等の対価の額の合計額 １億０４８２万２１４０円 

上記金額は、本件事業に係る課税資産の譲渡等の対価の額である（別紙３の別表１０

の「平成２４年課税期間」欄の「課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（Ｂ）」欄）。 

エ 差引税額 １８８万２４００円 

上記金額は、上記イの課税標準額に対する消費税４１９万２８８０円から、上記ウの控

除対象仕入税額２３１万０４５７円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１９条

１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 中間納付税額 ５０万２８００円 

上記金額は、原告が、平成２４年課税期間中に納付した消費税の中間納付税額である。 

なお、当該金額は、原告の平成２４年課税期間の消費税等の確定申告書に記載された中

間納付税額と同額である。 

カ 納付すべき消費税額 １３７万９６００円 



43 

上記金額は、上記エの差引税額１８８万２４００円から上記オの中間納付税額５０万２

８００円を控除して算出した金額である。 

キ 地方消費税の課税標準となる消費税額 １８８万２４００円 

上記金額は、上記エの差引税額１８８万２４００円である。 

ク 譲渡割額 ４７万０６００円 

上記金額は、上記キの地方消費税の課税標準となる消費税額１８８万２４００円に地方

税法７２条の８３（平成２４年法律第６９号による改正前のもの。）に規定する税率１０

０分の２５を乗じて算出した金額（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

ケ 中間納付譲渡割額 １２万５７００円 

上記金額は、原告が平成２４年課税期間中に納付した中間納付譲渡割額である。 

なお、当該金額は、原告の平成２４年課税期間の消費税等の確定申告書に記載された中

間納付譲渡割額と同額である。 

コ 納付すべき地方消費税額 ３４万４９００円 

上記金額は、上記クの譲渡割額４７万０６００円から上記ケの中間納付譲渡割額１２万

５７００円を控除して算出した金額である。 

（３）平成２５年課税期間の消費税等 

ア 課税標準額（別紙３の別表１０の「平成２５年課税期間」欄の「課税標準額（Ｃ）」

欄） ５９１６万７０００円 

上記金額は、本件事業に係る課税資産の譲渡等の対価の額５９１６万７１０８円につき、

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額である。 

イ 課税標準額に対する消費税額 ２３６万６６８０円 

上記金額は、上記アの課税標準額５９１６万７０００円に消費税法２９条（平成２４年

法律第６８号による改正前のもの。）に規定する税率１００分の４を乗じて算出した金額

である。 

ウ 控除対象仕入税額（別紙３の別表１１の「平成２５年課税期間」欄の「控除対象仕入

税額（Ｄ）」欄） １００万３４９６円 

上記金額は、本件事業に係る課税仕入れに係る支払対価の額２６３４万１７８８円につ

き、消費税法３０条１項（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。）の規定により

１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

なお、平成２５年課税期間の課税売上割合は、下記（ア）の金額５９１６万７１０８円

のうちに下記（イ）の金額５９１６万７１０８円の占める割合１００分の１００であり、

１００分の９５以上であるため、課税仕入れに係る支払対価の額に係る消費税額の全額

が控除対象仕入税額となる。 

（ア）資産の譲渡等の対価の額の合計額 ５９１６万７１０８円 

平成２５年課税期間中においては、消費税法６条１項の規定による非課税とされる資

産の譲渡等の取引はなかったことから、上記金額は、下記（イ）の課税資産の譲渡等の

対価の額と同額となる。 

（イ）課税資産の譲渡等の対価の額の合計額 ５９１６万７１０８円 

上記金額は、本件事業に係る課税資産の譲渡等の対価の額である（別紙３の別表１０
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の「平成２５年課税期間」欄の「課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（Ｂ）」欄）。 

エ 差引税額 １３６万３１００円 

上記金額は、上記イの課税標準額に対する消費税額２３６万６６８０円から、上記ウの

控除対象仕入税額１００万３４９６円を控除して算出した金額（ただし、通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

オ 中間納付税額 ４７万６４００円 

上記金額は、原告が、平成２５年課税期間中に納付した消費税の中間納付税額である。 

なお、当該金額は、原告の平成２５年課税期間の消費税等の確定申告書に記載された中

間納付税額と同額である。 

カ 納付すべき消費税額 ８８万６７００円 

上記金額は、上記エの差引税額１３６万３１００円から上記オの中間納付税額４７万６

４００円を控除して算出した金額である。 

キ 地方消費税の課税標準となる消費税額 １３６万３１００円 

上記金額は、上記エの差引税額１３６万３１００円である。 

ク 譲渡割額 ３４万０７００円 

上記金額は、上記キの地方消費税の課税標準となる消費税額１３６万３１００円に地方

税法７２条の８３（平成２４年法律第６９号による改正前のもの。）に規定する税率１０

０分の２５を乗じて算出した金額（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定によ

り１００円未満の端数を切り捨てた後のもの。）である。 

ケ 中間納付譲渡割額 １１万９１００円 

上記金額は、原告が平成２５年課税期間中に納付した中間納付譲渡割額である。 

なお、当該金額は、原告の平成２５年課税期間の消費税等の確定申告書に記載された中

間納付譲渡割額と同額である。 

コ 納付すべき地方消費税額 ２２万１６００円 

上記金額は、上記クの譲渡割額３４万０７００円から上記ケの中間納付譲渡割額１１万

９１００円を控除して算出した金額である。 

３ 小括 

前記１及び２のとおり、原告の平成１９年分の所得税における納付すべき税額は同年分の更

正処分の額を上回り、また、平成２０年分ないし平成２５年分の所得税又は所得税等及び本件

各課税期間の消費税等の納付すべき税額は各年分又は本件各課税期間の更正処分と同額である。 

４ 本件各更正処分の適法性 

本件各更正処分は、いずれもその法定申告期限から７年を経過する前に行われているところ、

原告に、「偽りその他不正の行為によりその全部若しくは一部の税額を免れ」た事実が認めら

れるのであれば、通則法７０条４項の規定に基づき、本件各年分の所得税又は所得税等の法定

申告期限から７年を経過する日まで更正をすることができ、かつ、前記１、２で述べたとおり、

原告の平成１９年分の所得税における納付すべき税額は同年分の更正処分の額を上回り、また、

平成２０年分ないし平成２５年分の所得税又は所得税等及び本件各課税期間の消費税等の納付

すべき税額はいずれも各年分又は本件各課税期間の更正処分と同額であるから、本件各更正処

分はいずれも適法となる。 
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別紙２ 

本件各賦課決定処分の根拠及び適法性 

１ 加算税賦課決定処分の根拠及び適法性 

（１）加算税に関する規定等 

通則法６５条１項は、期限内申告書が提出された場合において、修正申告書の提出又は

更正があったときは、当該納税者に対し、その修正申告又は更正により納付すべき税額に

１００分の１０の割合を乗じて計算した額に相当する過少申告加算税を課す旨規定し、同

条２項は、過少申告加算税が課される場合において、修正申告又は更正により納付すべき

税額が期限内申告税額相当額又は５０万円のいずれか多い金額を超えるときは、過少申告

加算税の額は、同条１項の規定により計算した金額に、その超える部分に相当する税額に

１００分の５の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とする旨規定している。 

また、通則法６８条１項は、過少申告加算税の賦課要件に該当する場合において、納税

者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺ

いし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出してい

たときは、その納税者に対し、過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額に係る過

少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に１００分の３５の割合を乗じて計算した

額に相当する重加算税が課される旨規定している。 

（２）本件各年分の所得税に係る重加算税及び過少申告加算税の各賦課決定処分の根拠 

ア 平成１９年分の所得税に係る重加算税の額 ２４２万５５００円 

上記金額は、平成１９年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額６９

３万６３００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの。）に、通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算

出した金額である。 

イ 平成２０年分の所得税に係る重加算税の額 ２８５万２５００円 

上記金額は、平成２０年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額８１

５万４６００円から、通則法施行令（ただし、平成２８年政令第１５６号による改正前

のもの。以下同じ。）２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮装されていない事実

に基づき計算した税額１００円を控除した税額８１５万４５００円（ただし、通則法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６８条１

項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 平成２１年分の所得税に係る重加算税の額 ２３４万５０００円 

上記金額は、平成２１年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額６７

０万１３００円から、通則法施行令２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮装さ

れていない事実に基づき計算した税額１００円を控除した税額６７０万１２００円（た

だし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に、

通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出した金額である。 

エ 平成２２年分の所得税に係る重加算税の額及び過少申告加算税の額 

（ア）重加算税の額 ４９２万４５００円 

上記金額は、平成２２年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額１



46 

４１７万９０００円から、通則法施行令２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮

装されていない事実に基づき計算した税額１０万８９００円を控除した税額１４０７万

０１００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた

後のもの。）に、通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出

した金額である。 

（イ）過少申告加算税の額 １万円 

上記金額は、平成２２年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額の

うち、通則法施行令２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮装されていない事実

に基づき計算した税額１０万８９００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１

万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６５条１項の規定に基づき１００

分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

オ 平成２３年分の所得税に係る重加算税の額及び過少申告加算税の額 

（ア）重加算税の額 ５５１万９５００円 

上記金額は、平成２３年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額１

５８８万２３００円から、通則法施行令２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮

装されていない事実に基づき計算した税額１０万３３００円を控除した税額１５７７万

９０００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた

後のもの。）に、通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出

した金額である。 

（イ）過少申告加算税の額 １万円 

上記金額は、平成２３年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額の

うち、通則法施行令２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮装されていない事実

に基づき計算した税額１０万３３００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１

万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６５条１項の規定に基づき１００

分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

カ 平成２４年分の所得税に係る重加算税の額 ２８７万円 

上記金額は、平成２４年分の所得税の更正処分により新たに納付すべき所得税の額８２

０万４０００円から、通則法施行令２８条１項の規定に基づいて、隠ぺいし又は仮装さ

れていない事実に基づき計算した税額１００円を控除した税額８２０万３９００円（た

だし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。）に、

通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出した金額である。 

キ 平成２５年分の所得税等に係る重加算税の額 １５８万９０００円 

上記金額は、平成２５年分の所得税等の更正処分により新たに納付すべき所得税の額４

５４万０７００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り

捨てた後のもの。）に、通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて

算出した金額である。 

（３）本件各課税期間の消費税等に係る加算税賦課決定処分の根拠 

ア 平成２３年課税期間の消費税等に係る過少申告加算税の額 ２９万４０００円 

上記金額は、平成２３年課税期間の消費税等の更正処分により新たに納付すべき消費税

等の額２３８万４１００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端
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数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額２３万８０００円に、上記新たに納付すべき消費税等の額２３８

万４１００円のうち、同課税期間の期限内申告税額１２５万７１００円を超える部分に

相当する金額１１２万７０００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未

満の端数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６５条２項の規定に基づき１００分の５の

割合を乗じて算出した金額５万６０００円を加算した金額である。 

イ 平成２４年課税期間の消費税等に係る過少申告加算税の額 １１万６０００円 

上記金額は、平成２４年課税期間の消費税等の更正処分により新たに納付すべき消費税

等の額１１６万１８００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額である。 

ウ 平成２５年課税期間の消費税等に係る過少申告加算税の額 １３万５５００円 

上記金額は、平成２５年課税期間の消費税等の更正処分により新たに納付すべき消費税

等の額１１０万７３００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの。）に、通則法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合

を乗じて算出した金額１１万円に、上記新たに納付すべき消費税等の額１１０万７３０

０円のうち、同課税期間の期限内申告税額５９万６５００円を超える部分に相当する金

額５１万０８００円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切

り捨てた後のもの）に、通則法６５条２項の規定に基づき１００分の５の割合を乗じて

算出した金額２万５５００円を加算した金額である。 

（４）本件における加算税賦課決定処分の適法性について 

本件事業の収益ないし対価の帰属先が原告であるとすると、原告は、本件各年分及び本

件各課税期間分の各確定申告書において、納付すべき税額を過少に申告していたことにな

るが、本件各処分により納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうち、その更正前の

税額の計算の基礎とされていなかったことについて、通則法６５条４項に規定する正当な

理由があると認められるものはない。 

そして、本件各年分の所得税又は所得税等の各確定申告書において、本件事業に係る事

業所得の金額が過少に申告されたことについて、通則法６８条１項の重加算税の賦課要件

を満たしていると認められるとすると、通則法６５条１項及び２項並びに６８条１項の各

規定に基づき原告に賦課されるべき加算税の額は、上記（２）及び（３）のとおりとなる

ところ、これらの金額は、いずれも本件各賦課決定処分における重加算税の額及び過少申

告加算税の額（別紙３の別表１、２参照）と同額であるから、本件各年分の所得税又は所

得税等に係る加算税賦課決定処分及び本件各課税期間の消費税等に係る加算税賦課決定処

分はいずれも適法である。 
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別紙３ 

別表１ 課税の経緯（所得税等） 

(単位:円) 

年分
区分 

項目 
確定申告 

更正処分及び
賦課決定処分

異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平

成

19

年

分

年月日 平成20年３月13日 平成27年３月18日 平成27年５月７日 平成27年８月３日 平成27年９月２日 平成29年７月25日

総所得金額 ① 4,500,000 26,242,448

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳 事業所得の金額 ② 4,500,000 26,242,448

所得控除額 ③ 1,354,460 1,368,676

課税総所得金額 ④ 3,145,000 24,873,000

課税総所得金額に対する税額 ⑤ 217,000 7,153,200

住宅借入金等特別控除の額 ⑥ 127,415 127,400

申告納税額 

（⑤－⑥） 
⑦ 89,500 7,025,800

納付すべき税額 ⑧ 89,500 7,025,800

重加算税の額 ⑨ 2,435,500

平

成

20

年

分

年月日 平成21年３月13日 平成28年３月11日 平成28年５月２日 平成28年７月29日 平成28年８月25日 平成29年７月25日

総所得金額 ① 5,000,000 29,898,737

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳 事業所得の金額 ② 5,000,000 29,898,737

所得控除額 ③ 2,021,376 2,021,376

課税総所得金額 ④ 2,978,000 27,877,000

課税総所得金額に対する税額 ⑤ 200,300 8,354,800

住宅借入金等特別控除の額 ⑥ 121,718 121,700

申告納税額 

（⑤－⑥） 
⑦ 78,500 8,233,100

納付すべき税額 ⑧ 78,500 8,233,100

重加算税の額 ⑨ 2,852,500

平

成

21

年

分

年月日 平成22年3月12日 平成28年３月11日 平成28年５月２日 平成28年７月29日 平成28年８月25日 平成29年７月26日

総所得金額 ① 5,000,000 26,183,840

全部取消し 棄却 全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳 事業所得の金額 ② 5,000,000 26,183,840

所得控除額 ③ 1,912,816 1,912,816

課税総所得金額 ④ 3,087,008 24,271,000

課税総所得金額に対する税額 ⑤ 211,200 6,912,400

住宅借入金等特別控除の額 ⑥ 115,809 115,800

申告納税額 

（⑤－⑥） 
⑦ 95,300 6,796,600

納付すべき税額 ⑧ 95,300 6,796,600

重加算税の額 ⑨ 2,345,000

平

成

22

年

分

年月日 平成23年３月11日 平成29年１月16日 平成29年３月29日 平成29年７月25日

総所得金額 ① 6,001,217 45,132,484

全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳 事業所得の金額 ② 6,001,217 45,132,484

所得控除の金額 ③ 2,065,915 2,070,110

課税総所得金額 ④ 3,935,000 43,062,000

課税総所得金額に対する税額 ⑤ 359,500 14,428,800

住宅借入金等特別控除の額 ⑥ 109,681 0

申告納税額 

（⑤－⑥） 
⑦ 249,800 14,428,800

納付すべき税額 ⑧ 249,800 14,428,800

過少申告加算税の額 ⑨ 10,000

重加算税の額 ⑩ 4,924,500
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年分
区分 

項目 
確定申告 

更正処分及び

賦課決定処分
異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平

成

23

年

分

年月日 平成24年３月14日 平成29年１月16日 平成29年３月29日 平成29年７月25日

総所得金額 ① 5,799,800 48,992,373

全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳 事業所得の金額 ② 5,799,800 48,992,373

所得控除額 ③ 1,446,900 1,446,900

課税総所得金額 ④ 4,352,000 47,545,000

課税総所得金額に対する税額 ⑤ 443,000 16,222,000

住宅借入金等特別控除の額 ⑥ 103,300 0

申告納税額 

（⑤－⑥） 
⑦ 339,700 16,222,000

予定納税額 ⑧ 166,400 166,400

納付すべき税額 

（⑦－⑧） 
⑨ 173,300 16,055,600

過少申告加算税の額 ⑩ 10,000

重加算税の額 ⑪ 5,519,500

平

成

24

年

分

年月日 平成25年３月13日 平成29年1月15日 平成29年３月29日 平成29年７月25日

総所得金 ① 5,500,000 29,986,040

全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳 事業所得の金額 ② 5,500,000 29,986,040

所得控除額 ③ 1,609,473 1,609,473

課税総所得金額 ④ 3,890,000 28,376,000

課税総所得金額に対する税額 ⑤ 360,500 8,554,400

住宅借入金等特別控除の額 ⑥ 96,734 96,700

申告納税額 

（⑤－⑥） 
⑦ 253,700 8,457,700

予定納税額 ⑧ 226,400 226,400

納付すべき税額 

（⑦－⑧） 
⑨ 27,300 8,231,300

重加算税の額 ⑩ 2,870,000

平

成

25

年

分

年月日 平成26年3月23日 平成29年１月16日 平成29年３月29日 平成29年７月25日

総所得金額 

（②＋③＋④） 
① 3,952,611 19,790,762

全部取消し 棄却 

総所得金額の内訳

事業所得の金額 ② 1,991,311 17,829,462

不動産所得の金額 ③ 41,300 41,300

給与所得の金額 ④ 1,920,000 1,920,000

所得控除額 ⑤ 1,250,000 1,250,000

課税総所得金額 ⑥ 2,702,000 18,540,000

課税総所得金額に対する税額 ⑦ 172,700 4,620,000

住宅借入金等特別控除の額 ⑧ 44,900 44,900

復興特別所得税額 ⑨ 2,683 96,077

申告納税額 

（⑦－⑧＋⑨） 
⑩ 130,400 4,671,100

予定納税額 ⑪ 172,600 172,600

納付すべき税額（注） 

（⑩－⑪） 
⑫ △42,117 4,498,500

重加算税の額 ⑬ 1,589,000

（注）納付すべき税額欄に「△」表示が付された金額については、還付金の額に相当する税額を示している。 
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別表２ 課税の経緯（消費税等） 

（単位:円） 

課税
期間

区分 
項目 

確定申告 
更正処分及び 
賦課決定処分 

審査請求 裁決 

平 

成 

23 

年 

課 

税 

期 

間 

年月日  平成24年３月13日 平成29年１月16日 平成29年３月29日 平成29年７月26日

課税標準額 ① 125,714,000 137,188,000

全部取消し 棄却 

課税標準額に対する消費税額 ② 5,028,560 5,487,520

控除対象仕入税額 ③ 4,022,848 2,574,508

差引税額 

（②－③） 
④ 1,005,700 2,913,000

中間納付税額 ⑤ 539,000 539,000

納付すべき消費税額 

（④－⑤） 
⑥ 466,700 2,374,000

地方消費税の課税標準 

となる諸費税額（④） 
⑦ 1,005,700 2,913,000

譲渡割額 ⑧ 251,400 728,200

中間納付譲渡割額 ⑨ 134,700 134,700

納付すべき地方消費税額 

（⑧－⑨） 
⑩ 116,700 593,500

消費税等の額 

（⑥＋⑩） 
⑪ 583,400 2,967,500

過少申告加算税の額 ⑫ 294,000

平 

成 

24 

年 

課 

税 

期 

間 

年月日 平成25年３月13日 平成29年１月16日 平成29年３月29日 平成29年７月25日

課税標準額 ① 98,952,000 104,822,000

全部取消し 棄却 

課税標準額に対する消費税額 ② 3,958,080 4,192,880

控除対象仕入税額 ③ 3,005,000 2,310,457

差引税額 

（②－③） 
④ 953,000 1,882,400

中間納付税額 ⑤ 502,800 502,800

納付すべき消費税額 

（④－⑤） 
⑥ 450,200 1,379,600

地方消費税の課税標準 

となる消費税額（④） 
⑦ 953,000 1,882,400

譲渡割額 ⑧ 238,200 470,600

中間納付譲渡割額 ⑨ 125,700 125,700

納付すべき地方消費税額 

（⑧－⑨） 
⑩ 112,500 344,900

消費税等の額 

（⑥＋⑩） 
⑪ 562,700 1,724,500

過少申告加算税の額 ⑫ 116,000

平 

成 

25 

年 

課 

税 

期 

間 

年月日 平成26年３月13日 平成29年１月16日 平成29年３月29日 平成29年７月25日

課税標準額 ① 61,929,000 59,167,000

全部取消し 棄却 

課税標準額に対する消費税額 ② 2,477,160 2,366,680

控除対象仕入税額 ② 1,999,960 1,003,496

差引税額 

（②－③） 
④ 477,200 1,363,100

中間納付税額 ⑤ 476,400 476,400

納付すべき消費税額 

（④－⑤） 
⑥ 800 886,700

地方消費税の課税標準 

となる消費税額（④） 
⑦ 477,200 1,363,100

譲渡割額 ⑧ 119,300 340,700

中間納付譲渡割額 ⑨ 119,100 119,100

納付すべき地方消費税額 

（⑧―⑨） 
⑩ 200 221,600

消費税等の額 

（⑥＋⑩） 
⑪ 1,000 1,108,300

過少申告加算税の額 ⑫ 135,500
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別表３ 各年分の所得税又は所得税等の額（被告主張額） 

（単位：円） 

年分 

項目 
平成19年分 平成20年分 平成21年分 平成22年分 平成23年分 平成24年分 平成25年分

事業所得の金額（Ａ－Ｂ） ① 27,370,189 29,898,737 26,183,840 45,132,484 48,992,373 29,986,040 17,829,462

Ａ総収入金額 89,239,420 112,191,201 114,628,258 155,221,624 144,175,287 110,116,507 62,125,464

（内訳）売上金額 89,239,420 112,191,201 114,628,258 155,212,632 144,020,648 110,043,195 62,121,270

雑収入 ― ― ― 8,992 154,639 73,312 4,194

Ｂ必要経費の金額 61,869,231 82,292,464 88,444,418 110,089,140 95,182,914 80,130,467 44,296,002

不動産所得の金額 ② ― ― ― ― ― ― 41,300

給与所得の金額 ③ ― ― ― ― ― ― 1,920,000

総所得金額（①＋②＋③） ④ 27,370,189 29,898,737 26,183,840 45,132,484 48,992,373 29,986,040 19,790,762

所得金額から差し引かれ

る金額（⑥～⑫） 
⑤ 1,365,576 2,021,376 1,912,816 2,070,110 1,446,900 1,609,473 1,250,000

医療費控除 ⑥ ― ― ― ― ― 69,473 ― 

社会保険料控除 ⑦ 164,460 817,260 708,700 861,720 636,900 730,000 820,000

生命保険料控除 ⑧ 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

地震保険料控除 ⑨ 14,116 14,116 14,116 18,390 ― ― ― 

配偶者控除 ⑩ 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 ― 

扶養控除 ⑪ 380,000 380,000 380,000 380,000 ― ― ― 

基礎控除 ⑫ 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000

課税総所得金額（④－⑤）

（1,000円未満切捨て）
⑬ 26,001,000 27,877,000 24,271,000 43,062,000 47,545,000 28,376,000 18,540,000

算出税額 ⑭ 7,604,400 8,354,800 6,912,400 14,428,800 16,222,000 8,554,400 4,620,000

住宅借入金等特別控除 ⑮ 127,400 121,700 115,800 0 0 96,700 44,900

差引所得税額（⑭－⑮） ⑯ 7,477,000 8,223,100 6,796,600 14,428,800 16,222,000 8,457,700 4,575,100

復興特別所得税額 ⑰ ― ― ― ― ― ― 96,077

申告納税額（⑯＋⑰） 

（100円未満切捨て） 
⑱ 7,477,000 8,223,100 6,796,600 14,428,800 16,222,000 8,457,700 4,671,100

予定納税額 ⑲ ― ― ― ― 166,400 226,400 172,600

納付すべき税額（⑱－⑲） ⑳ 7,477,000 8,223,100 6,796,600 14,428,800 16,055,600 8,231,300 4,498,500
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別表４ 平成１９年分の所得税の経緯 

（単位：円） 

区分 

項目 
確定申告額 更正処分額 被告主張額 

①事業所得の金額（Ａ－Ｂ） 4,500,000 26,242,448 27,370,189

Ａ 総収入金額 ― 89,239,420 89,239,420

Ｂ 必要経費 ― 62,996,972 61,869,231

②総所得金額(①) 4,500,000 26,242,448 27,370,189

③
所得金額から差し引かれる金額

（④～⑨） 
1,354,460 1,368,576 1,368,576

④ 社会保険料控除 164,460 164,460 164,460

⑤ 生命保険料控除 50,000 500,000 50,000

⑥ 地震保険料控除 12,058 14,116 14,116

⑦ 配偶者控除 380,000 380,000 380,000

⑧ 扶養控除 380,000 380,000 380,000

⑨ 基礎控除 380,000 380,000 380,000

⑩ 課税所得金額（②－③） 

（1,000円未満切捨て） 
3,145,000 24,873,000 26,001,000

⑪ 算出税額 217,000 7,153,200 7,604,400

⑫ 住宅借入金等特別控除 127,415 127,400 127,400

⑬ 差引所得税額 89,585 7,025,800 7,477,000

⑭ 申告納税額 

（100円未満切捨て） 
89,500 7,025,800 7,477,000

⑮ 納付すべき税額 89,500 7,025,800 7,477,000

（注） 課税所得金額（⑩欄）は、①の額から③の額を控除した金額を1,000円未満の端数を切り捨てた後の額、申告納 

額（⑭）は、差引所得税額（⑬）を100円未満の端数を切り捨てた後の額である。 
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別表５から別表１１まで省略 


